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様式２－２－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所 

評価対象中長期

目標期間 

中長期目標期間実績評価 第３期中期目標期間 

中長期目標期間 平成２３～２７年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣 

 法人所管部局 総合政策局 

港湾局 

担当課、責任者 技術政策課 課長 吉元 博文 

技術企画課 技術監理室長 西尾 保之 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 斉藤 夏起 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 28 年 6 月 6 日  実地調査及びヒアリングを実施 

平成 28 年 7 月 11 日 国土交通省国立研究開発法人審議会海上・港湾・航空技術研究所部会から意見聴取 

平成 28 年 7 月 19 日 国土交通省国立研究開発法人審議会から意見聴取 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 28 年 4 月 1 日に国立研究開発法人海上技術安全研究所、国立研究開発法人港湾空港技術研究所及び国立研究開発法人電子航法研究所が統合し、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所が発足し

た。 
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様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ 

評定に至った理由 ○研究成果の最大化を第一目的とした研究開発法人の評価であるため、「Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」の評価が重要である。「Ⅱ．業務運

営の効率化に関する事項」、「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」、「Ⅳ．その他の事項」については、一般的なマネジメントに関する項目であり、Ⅰの評価でＡが卓越し、Ⅱ～

Ⅳの評価でＢが多い状況を考えると、総合評価としてはＡが妥当である。 

○算術平均によっても、最も近い判定はＡ評価となる。 

 

２．法人全体に対する評価 

○評価項目全体を俯瞰しても、当研究所は顕著な成果を創出している。 

○評価項目中、特に研究所の評価において重要と思われる研究開発業務に係る評価項目（評価項目①～⑫）において５カ年にわたりＡ評定が卓越しており、国立研究開発法人の「研究開発成果の最大化」に向けて適

切な研究活動及び運営を行っている。 

○加えて、これまで培ってきた沿岸防災分野に係る研究成果が、東日本大震災からの復旧・復興に際し活かされ、港空研は復旧・復興に極めて大きく貢献するとともに、将来的な発生リスクの高い南海トラフ巨大地震や

首都直下地震に対する港湾の国土強靱化の取組（防波堤の粘り強い構造の導入等）にも大きく寄与している。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

特になし 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

○これまで、港空研が日頃から培ってきた沿岸防災分野にかかる基礎研究の成果が、第３期中期計画スタート直前に発生した東日本大震災からの復旧・復興に際し、その成果の多くが活かさ

れることとなり、復旧・復興に極めて大きな貢献を果たすこととなった。 

○これまでの被災地への派遣の経験から、スムーズに現地派遣できる仕組みを構築し、平成 27 年度はよりスムーズに災害支援を実施できた。 

○派遣地域に対しては、国内における研究者派遣の場合は調査結果をとりまとめた報告書を地方整備局等に提出することで、また海外へ派遣した場合は、英語で報告書をまとめて現地で報

告を行うことで、成果を現地にフィードバックしている。 

○東北港湾の復旧・復興に貢献したばかりでなく、東日本大震災後に取組が進んだ将来的な発生リスクの高い南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対する港湾の国土強靱化の取組（防波

堤の粘り強い構造の導入等）にも大きく寄与している。 

○外国語論文を含めた査読付論文を毎年着実に発表し、また若手研究者を含め土木に関連する主要学会において多数の受賞実績を重ねている点は、評価に値する。とりわけ、中期目標期

間において、海岸工学の発展に寄与した世界の技術者・研究者に贈られるものとして、世界的にも極めて権威のある米国土木学会の海岸工学国際賞の受賞者を輩出した点は、大いに評

価に値する。高橋前理事長の同受賞は、日本人で４人目であり、これまでの受賞者は、誰もが認めるすばらしい成果を残した世界トップクラスの研究者である。その評価は国際的水準で極め

て高い。 

○東日本大震災関係におけるメディアでの公表など、一般の方々に届く形で安全・安心につながる広報を行ってきたことは評価できる。 

○ＳＩＰや科研費など、外部資金を活用して研究成果につなげている。顕著な成果が認められる。 

監事の主な意見 特になし 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価、期間実績評価） 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標

期間評価 

項目別

調書№ 

備

考

欄 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標

期間評価 

項目別

調書№ 

備

考

欄  H23

年度 

H24

年度 

H25

年度 

H26

年度 

H27 

年度 

  見込

評価 

 

期間

実績

評価 

  H23

年度 

H24

年度 

H25

年度 

H26

年度 

H27 

年度 

  見込

評価 

期間

実績

評価 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 
① 研究の重点的実施 

A 

(B) 

S 

(A) 

S 

(A) 
A A   A A No.1    ⑬戦略的な研究所運営 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.13  

② 基礎研究の重視 
A 

(B) 

S 

(A) 

S 

(A) 
A A   A A No.2    

⑭効率的な研究体制の

整備 

S 

(A) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.14  

③ 萌芽的研究の実施 
S 

(A) 

A 

(B) 

S 

(A) 
A A   A A No.3    

⑮研究業務の効率的、

効果的実施（共同研

究、外部競争的資金） 

A 

(B) 

S 

(A) 

S 

(A) 
A A   A A No.15  

④国内外の研究機関・研

究者との幅広い交流・

連携 

S 

(A) 

S 

(A) 

S 

(A) 
A A   A A No.4    ⑯業務の効率化 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.16  

 ⑤適切な研究評価の実施

と評価結果の公表 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.5                

 ⑥行政支援の推進、強化

(国等が抱える技術的

課題解決に向けた対

応) 

S 

(A) 

S 

(A) 

S 

(A) 
A A   A A No.6   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 ⑦行政支援の推進、強化

(災害発生時の支援) 

S 

(A) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B A   A A No.7    ⑰適切な予算執行 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.17  

 ⑧研究成果の公表、普及

(報告・論文） 

S 

(A) 

SS 

(S) 

S 

(A) 
A A   S S No.8                

 ⑨研究成果の公表、普及

(一般向け) 

S 

(A) 

S 

(A) 

A 

(B) 
B A   B A No.9   Ⅳ．その他の事項 

 ⑩知的財産権の取得・活

用 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.10    

⑱施設・設備、人事に関

する計画 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.18  

 ⑪関連学会の活動への参

加 、 民 間 へ の 技 術 移

転、大学等への協力及

び国際貢献 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.11                

 
⑫人材の確保・育成 

A 

(B) 

A 

(B) 

A 

(B) 
B B   B B No.12                

 

 

 



4 

 

業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.1） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

① 研究の重点的実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

重点研究課題の設定 緊急性･重要性に鑑み毎年度設定 7 課題 7 課題 7 課題 7 課題 7 課題 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

上記課題から特別研究を設定 特に緊急性の高い研究を毎年度設

定 

5 件 6 件 6 件 8 件 8 件 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

上記課題への研究費の重点配分 全研究費の 75％程度を配分 85.3% 93.8% 95.4% 93.6% 95.7% 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

研究実施項目の設定 中期計画に基づき毎年度設定  56 項目 53 項目 53 項目 54 項目  48 項目 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

(評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 社会・行政ニーズや優

先度等を踏まえ以下の

研究分野を実施。 

○安全・安心な社会を

形 成す る ため の研

究。 

○沿岸域の良好な環境

を保全、形成するた

めの研究。 

○活力ある経済社会を

形 成す る ため の研

究。 

左 記 ３分 野そ

れ ぞ れ に ３ 研

究テーマ（計９

研究テーマ）を

設定。 

 

研究テーマの

中 で 重 要 性 ･

緊急性の高い

課 題 ･ 研 究 に

資金･人員を重

点投入。 

社会・行政のニ

ー ズ に 対 応 し

た重要性･緊急

性の高い研究

を重点的に実

施しているか。 

○社会･行政ニーズの大きい７つの課
題、すなわち①沿岸域の防災・減災、
②地球規模での気候変動への対応、
③我が国の海洋権益の適切な保全と
海洋の利活用、④人口減少・高齢化
社会の下での港湾・空港インフラの適
切な維持管理、⑤我が国の国際競争
力強化のための港湾・空港整備、⑥
沿岸域の環境の適切な保全、⑦油流
出対策を重点研究課題として設定し、
研究の重点的実施に勤めた。また特
に緊急性の高いものについては特別
研究として予算を重点的に配分して
取り組んだ。 

○本中期計画直前に起きた東日本大震
災を受け、巨大地震・津波災害への
対応は社会・行政ニーズの観点から
特に重要性、緊急性が高く、港湾地
域や空港における強震観測を強化
し、強震動予測手法の精度向上を図
るとともに、巨大地震や大規模津波に
よる構造物の被災メカニズムを解明す
るなど、地震・津波災害の軽減のため
の様々な研究を数多く実施した。 

○その他、広域地盤の非線形挙動を考
慮した海溝型巨大地震等の強震動予
測、海面上昇や巨大台風など地球温
暖化が沿岸部にもたらすリスク予測、

自己評定 A 
○東日本大震災を契機に、我が国で経験のな

い災害における被災のメカニズムの解明等
が喫緊の課題となり、釜石港湾口防波堤の
被災に代表されるように、大型実験施設を
活用しつつ、複雑な被災メカニズムを短期
間に解明するとともに、長継続時間の地震
動や地震動の連成作用下（本震＋大きな余
震）で新たに確認された液状化のメカニズム
について解明するなど、研究の重点的実施
により、施設の設計手法や被害軽減のため
の対策技術に繋がる顕著な成果を挙げた。 

○入力地震動自体に地盤の多重非線形効果
を考慮することにより、世界的に見ても再現
性の極めて高い手法を開発し、地震動の時
刻歴波形予測精度が格段に向上、港湾施
設の照査用レベル 2 地震動の算定に活用さ
れるなど大きな成果を挙げた。更に、建築等
他の分野での活用にも成果の活用が期待さ
れるという当初想定した以上の成果を得た。 

○このように、研究所による適切なマネジメント
の下、社会・行政のニーズの観点から重要
性、緊急性の高い研究を重点的に実施し、
年度計画に沿った成果を挙げるとともに、特
に防災分野など我が国が直面する喫緊の
課題に対して期待された以上の顕著な成果
を挙げた 

評定 Ａ 評定 Ａ 

東日本大震災を受けて、大規模津波による
被災メカニズムを短期間に解明し、その後
の東北地方の港湾の早期復旧・復興を始
めとする港湾整備に貢献した点は、優れた
取組である。さらに、国際競争力の強化に
資する、空港整備やコンテナターミナル運
営に関する研究にて顕著な成果をあげて
おり、我が国の港湾・空港整備に関するニ
ーズを的確に反映していることは、優れた
取組である。以上のように、社会・行政ニー
ズに対して緊急性の高い研究を実施してお
り、研究所が果たした現場への技術的貢献
は極めて大きい。したがって、研究開発成
果の最大化に向けて顕著な成果の創出が
認められるため、本項目は A 評定とする。 
 
＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 
○東日本大震災を受け、研究所の保有施
設を最大限活用し、大規模津波による被災
メカニズムを短期間に解明し、その後の対
策に係る検討と設計につなげている。東北
地方の港湾の早期復旧及び復興におい
て、研究所が果たした技術的貢献は極めて
大きい。さらに、巨大地震時の被害予測に
関する研究を実施し、防災・減災対策にお
いても技術的な貢献が大きい。 
○那覇空港の拡張事業において、リーフ上
護岸の越波量推定法の検証の成果が、越

＜評価に至った経緯＞ 

東日本大震災を受け、研究所の保有施設を

最大限活用し、大規模津波による被災メカニズ

ムを短期間に解明し、その後の対策に係る検

討と設計につなげてきた。東北地方の港湾の

早期復旧及び復興において、研究所が果たし

た技術的貢献は極めて大きい。 

また、地震に関しては、世界的に見ても再現

性の極めて高い、地震動の計算手法を開発

し、港湾施設の設計において照査用のレベル

２地震動の算定にも活用されている。近い将

来、南海トラフ巨大地震や首都直下型地震の

発生が確実視されている我が国においては、

国の経済と安全を支える港湾機能で、これらの

成果は不可欠なものである。 

以上のように、重要性と緊急性の高い、社

会・行政ニーズの大きい必要不可欠な研究を

実施されており、研究開発成果の最大化に向

けて顕著な成果の創出が認められるため、本

項目は A 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

○東日本大震災への対応という社会・行政ニ
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国際競争力強化に資する国際コンテ
ナ戦略港湾のターミナル運営の効率
化のためのシミュレーション技術の開
発、遠隔離島において海洋資源開発
を推進する際に必要なロジスティクス
に係る要素技術の検討等、社会・行
政ニーズに対応した研究に取り組ん
だ。 

波対策の設計等に活かされており、社会的
ニーズの大きい研究を実施している。 
○コンテナターミナルにおけるシミュレーシ
ョンに関する研究では、我が国港湾の国際
競争力の強化に不可欠な国際コンテナ戦
略港湾のターミナル運営の効率化等の解
析を実施しており、我が国の社会的ニーズ
を的確に反映している。 
○上記の研究のように、社会・行政ニーズ
に対して緊急性の高い研究を実施し顕著
な成果を上げていることは、大変優れた取
組である。 
○以上を踏まえて、本項目は A 評定とすべ
きである。 

ーズの観点から、重要性と緊急性の高い研究

において組織の限られた資源を重点的に投入

し、我が国が直面する重要な課題解決に向け

て顕著な成果を上げている。 

○東日本大震災を踏まえ、津波被害のメカニ

ズムを解明するとともに対策工法を開発し、復

旧・復興に大きな貢献をし、顕著な成果が認め

られる。 

○津波は、大きな船舶の座礁事故に繋がるな

ど、船舶にとっても重要な問題。今後注目をし

てもらいたい。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.2） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

② 基礎研究の重視 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事

業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

基礎研究の実施項目 毎年度設定 19 項目 18 項目 22 項目 21 項目 20 項目 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

基礎研究への研究費の配分 全研究費の 25％程度を配分  25.3% 25.6% 25.4% 25.3% 25.8% 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

－ － － － － － － 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

－ － － － － － － 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

－ － － － － － － 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

 － － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期 

計画 

主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 波浪･海浜･地

盤・地震･環境

等に関する基

礎研究は、研

究所の各種研

究の基盤であ

ること、民間で

は 必 ず し も 実

施されない 恐

れがあるため、

中期目標期間

中を通じ推進。

自 然現象 メカ

ニズムや地盤・

構造物の力学

的挙動等の原

理 ･ 現 象 の 解

明に向けて積

極的に取り組

む。 

 

左記目標に

同じ。 

基礎研究の

研究費の各

年度の全研

究費に対す

る配分比率

を 25％程度

（ 重 点 的 研

究課題に位

置づけたも

のを含む）と

する。 

民間では実施

されない、又は

実施が期待で

き ない 基礎的

研究を着実に

実 施 し 、 自 然

現象のメカニズ

ムや地盤･構造

物の力学的挙

動等の原理･現

象の解明に向

けて積極的に

取り組んでいる

か。 

○波浪･海浜･地盤・地震･環境等に

関する基礎研究は、研究所が取

り組むあらゆる港湾・空港分野の

研究の基盤であり、民間では実

施困難と考えられる研究課題に

取り組み、成果を上げている。 

（具体的な研究事例） 

○沿岸防災の分野では、波浪観測

データ等に基づく東日本大震災

津波の解析、新たな津波伝搬モ

デルの開発など、東日本大震災

の知見も踏まえた予測技術・評

価手法の向上、日本の内湾にお

ける超強大台風の風・高潮・波浪

特性の究明などに関する基礎研

究を実施している。 

○沿岸環境の分野では、沿岸生態

系の環境改善に資する干潟･湿

地での捕食者の行動や餌生物な

ど食物網全体の多角的解析、内

湾域における浮遊懸濁粒子の沈

降特性の解明とモデル化など、

新たな分野への展開を見据えた

基礎研究を進めた。 

自己評定Ａ 

○「東日本大震災の津波解析」では、地震発生

時の津波波源と地盤変動量の解析の成果

が、震源地の地盤変形基礎データとして広く

活用されているとともに、今後の津波対策の

検討に不可欠となる最大級の津波高の解析

にも寄与する顕著な成果を得た。 

○「沿岸域における CO2 吸収・排出量ならびに

炭素隔離量の計測手法確立へむけた調査・

実験・解析に関する研究」では、放射性炭素

同位体を利用した海草による大気中 CO2 同化

量の定量的推定方法を開発し、2015 年 12 月

にパリで開催された COP21においては、“浅海

域のブルーカーボンは炭素隔離の鍵”として

大きく評価されるという特筆すべき成果を得

た。 

○「沿岸食物網の計測手法」の研究では、本研

究で初めて解明された鳥類のバイオフィルム

補食が、カナダの環境アセスメントに適用さ

れ、海外でも先導性が認められた。 

○以上のように、基礎的研究に積極的に取り組

むことにより、自然現象のメカニズム等の原

理・現象の解明が着実に進んでおり、いくつ

かの特筆すべき成果を創出している。 

評定 Ａ 評定 Ａ 

新しい津波伝搬計算手法の開発により津波到達時
刻の大幅な精度向上をもたらし、ブルーカーボンに
関する基礎研究を通じて海草（アマモ）の CO2 吸収
による炭素固定効果を解明するなど、基礎的研究へ
の積極的な取組により画期的かつ優れた成果を創
出している。社会・行政ニーズに応えるために現場へ
適応する研究成果を創出するためには、基礎的な研
究の積み重ねが不可欠であるが、港空研は、このよう
な基礎的研究の実施を通じて、我が国あるいは世界
が必要とする技術力を高めてきた。したがって、研究
開発成果の最大化に向けて顕著な成果の創出が認
められるため、本項目は A 評定とする。 
 
＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 
○従来の津波の伝播計算手法では、遠隔地の津波
の到達時刻の計算において最大で 10 数分程度の
誤差が生じていたが、水の圧縮性と地球の弾性変形
の影響を考慮した、新しい津波伝搬計算手法では、
誤差を数分に縮小することに成功した。この研究成
果は、原理・現象の解明と同時に、遠隔地津波の到
達時間予測の精度向上に大きく貢献する画期的なも
のであり、高く評価すべきである。 
○ブルーカーボンに関する研究では、沿岸域には、
海草（アマモ）の CO2 吸収による炭素固定効果があ
ることを世界で初めて突き止めた。この成果は、気候
変動対策として、港湾分野以外においても活用が期
待され、地球規模の環境改善に資する非常に優れ
た取組である。 
○通常の研究だけではなく基礎的研究にも積極的

＜評価に至った経緯＞ 

基礎研究は、社会に実装される研究成果を創出

するための基礎として不可欠なものである。たとえ

ば、津波の発生から沿岸域までの津波伝播シミュレ

ーションの結果と実測値で検証することにより開発し

た津波計算手法は、南海トラフ巨大地震に対応した

防災への取り組みにおいても不可欠な成果となっ

ている。また、沿岸域においてアマモ等の海草の

CO2 吸収により炭素固定効果があることを世界で初

めて定量的に突き止め、この成果は、気候変動対

策として港湾分野以外においても活用が期待され

ており、地球規模の環境改善に資する非常に積極

的な取り組みと言える。 

以上のように、自然現象のメカニズム等、原理、

現象の解明等、基礎的研究についても積極的に取

り組み、これらの成果は、世界的レベルであり、研究

開発成果の最大化に向けて顕著な成果の創出が

認められるため、本項目は A 評定とする。 

（審議会の意見） 

○東日本大震災の津波解析をはじめとした基礎研

究に取り組み、自然現象のメカニズム等の解明に顕

著な成果を創出した点は、評価に値する。 

○沿岸域における海底堆積物としての隔離・貯留メ

カニズムを世界で初めて明らかするなど、学術的に

評価の高い顕著な成果が認められる。 



7 

 

に取り組んでおり、自然現象のメカニズム等、原理、
現象の解明が進んでいることは顕著な成果である。 
○以上を踏まえて、本項目は A 評定とすべきであ
る。 

○研究開発成果がしっかりと得られている。基礎研

究へのリソース配分は試行錯誤をしながら、配分マ

ネジメントを確立していっていただきたい。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.3） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

③ 萌芽的研究の実施 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事

業レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

萌芽的研究の実施件数  4 件 3 件 4 件 7 件 6 件 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

－ － － － － － － 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

－ － － － － － － 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

－ － － － － － － 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

－ － － － － － － 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

 － － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期 

目標 

中期 

計画 

主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 将 来 の 発

展 の 可 能

性があると

想定される

萌 芽 的 研

究に対して

は、先見性

と機動性を

もって的確

に 対 応 す

る。 

将来の発展

の可能性が

ある と想定

される萌芽

的研究につ

いては、適

切な評価と

これに基づ

く予算配分

を行い、先

見性と機動

性を もって

推進する。 

港湾及び空港の

整備や管理運営

等の将来を見据

え、将来の発展

の可能性がある

と想定される萌

芽的研究を先見

性と機動性をも

って実施してい

るか。 

○本中期計画期間中、若手研究者等か

らの応募により、24 件の萌芽的研究

について予算の特別配算を行い（1研

究当たり約 3百万）、実施を推進した。

うち 14件は各年度の途中で追加採択

されたものであり、萌芽的研究の機動

的な実施にも努めた。 

(具体的な研究事例) 

○海洋空間・海洋エネルギーの有効利

用の分野において、水中の濁度・照

度に関わらず水中工事を実施可能と

する「水中音響カメラ」の開発に向け

た研究を実施した。 

○現象の予測手法の高度化の分野に

おいて、「粒子法による波浪数値計算

モデル」として混合粒子を用いた高精

度モデルを開発し、従来のモデルで

は再現が困難であった水表面形状を

より実現象に近く再現し、数値波動水

槽の革新に導く成果を挙げた。 

○「3D プリンターを用いた土粒子配列

構造の再構成」に係る研究では、地

盤の新たな力学特性評価手法として

発展が期待される成果を挙げた。 

自己評定Ａ 

○左記「水中音響カメラ」は、H26 年度

に政府主導の戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）で採択され、

SIP における「海洋開発・利用」分野

のリーディングプロジェクトの一つと

なる高い成果を得た。また、「3D プリ

ンターを用いた土粒子配列構造の

再構成」の成果は、海外の学術系メ

ディアにおいても、3Dプリンターの独

創的な活用方法として注目されはじ

めた。 

○その他の研究についても、萌芽的研

究制度で、研究ポテンシャルが認め

られたことが契機となり、萌芽的研究

完了後、他機関との共同研究へと発

展したもの、実際の事業現場に応用

されたものをはじめとして、重点研究

課題の中の研究項目として発展的

に研究が進んでいる。 

○以上のように、新たな研究の発展や

イノベーションを生む可能性がある

研究について、萌芽的研究制度に

より、機動性と先見性を持って実施

した。 

評定 Ａ 評定 Ａ 

将来の発展が期待される萌芽的研究について、機動的な

採択の体制がとられており革新的研究が採択されてい

る。特に、萌芽的研究により開発された「水中音響カメラ」

は、海洋開発・利用における活用が期待され、政府主導

の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）で採択され

るなど、成果が高く評価されている。この他のテーマにお

いても、萌芽的研究の完了後も重点研究課題の中の研

究項目として発展的に研究が進んでおり、革新的研究へ

の取組を高く評価できる。一般に、研究の開始から成果

の創出までには、数年単位の時間を要することから、先見

性を持って革新的な研究の発掘を行うことが、将来の社

会・行政ニーズに対応するためには極めて重要である。

港空研は、このような革新的な研究の発掘と育成におい

て、高い成果をあげてきた。したがって、研究開発成果の

最大化に向けて顕著な成果の創出が認められるため、本

項目は A 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○萌芽的研究は将来の発展を期待する未知数の研究で

あり、その採択に当たっては、機動的な運用が必要であ

る。平成 23～26 年度において実施された 18 件のうち、

11 件は各年度の途中で追加採択されており、内部評価

委員会による機動的な採択体制により革新的研究が発掘

＜評価に至った経緯＞ 

若手研究者による研究が促進されるべく予算配分に配

慮し、先見性や将来性に特に重点を置いた萌芽的研究

の取り組みは重要である。 

例えば、水中音響カメラの開発については、政府が推

進する戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）で採択

され、SIP における同分野のリーディングプロジェクトとな

り、海洋開発・利用分野における活用が期待されている。 

粒子法による高精度モデルに関する研究では、その成

果は、構造物被災メカニズムの解明のための精度の高い

シミュレーションの実現に繋がっている。 

また、土粒子配列構造の再構築と力学評価への応用

においては、3D プリンターの活用より、任意の土粒子配

列構造を持つサンプルの再構成を試みたものであり、海

外の学術系メディアでも注目されている。 

萌芽的研究は、その後も重点研究課題の中の研究項

目として発展的に進められ、研究開発成果の最大化に向

けて顕著な成果の創出が認められるため、本項目は A 評

定とする。 

（審議会の意見） 

○若手研究者による研究が促進されるべく予算配分に配

慮し、先見性や将来性に特に重点を置いた萌芽的研究

の実施に取り組み、顕著な成果を生み出した点は、評価
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されている。 

○萌芽的研究を通じて開発した「水中音響カメラ」は、海

洋開発・利用分野における活用が期待されており、政府

が推進する戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）で

採択され、SIP における同分野のリーディングプロジェクト

となっている。これは萌芽的研究の成果が高く評価された

証左である。 

○ 「複合災害時の施設被害予測手法」の研究では、地

震によって構造物基礎部が液状化した後に津波が作用し

た場合の施設被害の予測精度が向上することから、巨大

地震と巨大津波が複合作用した場合の被災程度の把握

と、その対策の検討における活用が期待される。 

○この他のテーマにおいても、萌芽的研究の完了後も重

点研究課題の中の研究項目として発展的に研究が進ん

でおり、革新的研究への取り組みが高く評価できる。 

○以上を踏まえて、本項目は A 評定が妥当である。 

に値する。 

○3D プリンターによる土粒子の再現によって同一の供試

体を使用した実験を可能にしたことは大変興味深い。ま

た、地盤流動を可視化するという斬新な発想に感銘。これ

らは他分野にも応用できるのではないか。 

○萌芽的研究を支える試みの一歩として十分成果を挙げ

ている。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.4） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

④ 国内外の研究機関･研究者との幅広い交流･連携 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

国際会議の主催･共催 各年度計画 3 件 1 件 6 件 4 件 4 件 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

国際会議等での発表数  77 件 81 件 86 件 80 件 79 件 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

国内外機関との研究協定等の締 先方機関等との調整状況 4 機関 2 機関 1 機関 5 機関 4 機関 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

結（上段:新規締結、下段:累計） を踏まえ各年度計画 22 機関 24 機関 25 機関 30 機関 34 機関 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

国内外の技術委員会等への派遣

委員数 

 456 名 486 名 401 名 306 名 346 名 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

(評価の視点) 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国際会議への積極

的な参加、国内外

の大学・民間・行政

等の研究機関・研

究者との交流、連

携を強化、推進し、

本研究所が世界の

先導的役割を担う

ことを目指す。 

国 際 会 議 の 主

催・共催や積極

的な参加、在外

研究の促進等に

よる幅広い交流。

国内外機関等と

の研究協力協定

や 教育 ･研究 連

携協定の締結等

による連携強化、

先導的役割を担

うことを目指す。 

国内外の研

究 機 関 ･ 研

究 者 と の幅

広 い 交 流 ･

連携により、

関連する研

究分野にお

い て 、 研 究

所が先導的

役割を担っ

ているか。 

○本中期目標期間中は、津

波･地震常襲国であるチリ

など中南米諸国との共催

で沿岸防災に関する国際

会議を実施（H23～H27）し

ている。 

○その他、フランス交通・空

間計画・開発・ネットワーク

科 学 技 術 研 究 所

（H27.2）、ノルウェー地盤

工学研究所(H24.5)、イン

ドネシア技術評価応用庁

（H28.3）等と、共同研究協

定を締結した。 

○連携強化のベースとなる

研究協定等の締結数は、

本中期計画期間中に拡

大。学術的交流の枠を超

えた連携強化を図ってい

る。 

自己評定Ａ 

○国際会議の計画的な主催・共催や、国内

外の研究機関等との協力協定等の拡大

や同協定等に基づく研究者交流、共同研

究の推進など、研究所の成果を国内外で

共有化する取り組みを積極的に実施して

いる。 

○特に、JST・JICA に採択された日本、チリ

等の 26 機関が参加した国際沿岸防災共

同研究プロジェクト（Ｈ２３～２７）におい

て、港空研は、日本側の総括機関として、

活動の主要部分を担い、JICA 理事長表

彰を受賞する等の特筆すべき結果を出し

た。 

○さらに、行政機関との協力体制構築を含

むチリ国との研究協力協定を結び、従来

型の学術研究の協力を越え、防災に不可

欠な行政・住民等との協働の観点からも

先導的な取り組みを実施している。 

○その他、フランス、ノルウェー、インドネシ

アの研究機関等と共同研究協定を締結

するなど幅広い交流を実施している．。 

○以上のように、国内外の研究機関･研究

者との幅広い交流･連携により、関連する

研究分野において研究所が先導的役割

を果たすことにより、顕著な成果をあげて

いる。 

評定 Ａ 評定 Ａ 

港空研は、海外の研究機関等との研究協力や共

同プロジェクトを実施しており、防災や海岸工学

の研究分野において世界で先導的な役割を担

っている。特に、チリ国とは行政機関との研究協

定の締結に発展しており、行政と住民との協働の

観点なども取り入れた先導的な取組を実施する

ことで、従来型の学術研究の協力を越え、二国

間の関係構築にも貢献しており、港湾空港技術

研究所の存在感を世界レベルで高めている点

は、高く評価できる。港空研は、防災や海岸工学

の研究分野を、学術面および現場における取組

の両面から強力に牽引しているといえる。したが

って、研究開発成果の最大化に向けて顕著な成

果の創出が認められるため、本項目は A 評定と

する。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○地震や津波の被災経験の多い国々を主な協

力相手とし、研究協力や共同プロジェクトを実施

しており、防災や海岸工学の研究分野において

世界で先導的な役割を担っている。 

○特に、チリ国とは、研究協力協定を結び、従来

型の学術研究の協力を越え、防災においてに不

可欠な行政と住民との協働の観点なども取り入

れた、先導的な取組を実施している。これは、防

災先進国に所在する研究所としてとして、我が国

の技術を活かした海外協力のみならず、二国間

＜評価に至った経緯＞ 

港空研は、海外の研究機関等との研究協力や

共同プロジェクトを積極的に実施しており、防災

や海岸工学の研究分野において世界で先導的

な役割を担っている。特に、チリ国とは行政機関

との研究協定の締結に発展しており、行政と住民

との協働の観点なども取り入れた先導的な取組

を実施することで、従来型の学術研究の協力を

越え、二国間の関係構築にも貢献している。これ

らの取り組みは、港空研の存在感を世界レベル

で高めており、高く評価できる。 

港空研は、防災や海岸工学の研究分野を、学

術面のみならず、国内外を問わず現場における

取組の両面から強力に牽引しており、顕著な成

果の創出が認められるため、本項目は A 評定と

する。 

 
（審議会の意見） 
○国外の研究機関と提携を進めるなど、長期的
な視点が必要。国際交流は重要な取り組みであ
り、引き続き積極的に推進してほしい。 
○チリなど津波災害が多い国との研究者の交流
により技術的なレベルアップを図ったことは評価
できる。 
○途上国に対し、安全・安心に関する技術協力
をしっかりとやっており、顕著な成果が認められ
る。 
○過去から実施してきた研究者の交流の成果
が、平成２７年度花開いている。 
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の関係構築にも貢献しており、高く評価すべきで

ある。 

○他の国や国内の研究機関等との協力協定等

の拡大や、同協定等に基づく研究者交流、共同

研究の推進などにより、港湾空港技術研究所の

存在感を世界レベルで高めることにつながって

いる。 

○以上を踏まえて、本項目は A 評定が妥当であ

る。 

○積極的に交流や連携を進めている。交流と連
携において何のためにするのかという原点に立
ち戻って考えることも、次のステップに進むため
には必要であろう。 

        

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.5） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑤ 適切な研究評価の実施と評価結果の公表 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

研究テーマ内の評価会の開催数  18 回 18 回 18 回 18 回 18 回 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

研究所内の評価委員会の開催数  2 回 2 回 2 回 2 回 3 回 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

外部有識者の評価委員会開催数  2 回 2 回 2 回 2 回 3 回 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

－ － － － － － － 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

－ － － － － － － 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国立研究開発法人

が真に担うべき研

究への取組みとの

観点から、国との

役割分担、他の法

人等との研究の重

複排除を行う。国

立研究開発法人が

行う必要があり民

間による実施がな

じまない研究等を

実施することにつ

い て 、 研 究 の 事

前、中間、事後の

評 価 段 階 に お い

て、外部から検証

が可能となるよう、

評価プロセス、評

価結果等を適切に

公表する等の措置

を講ずる。 

研究評価は、 

・研究部内の評価会 

・研究所内の評価委員会 

・外部有識者の評価委員

会 

による３層で研究の事前・

中間・事後の各段階で実

施。 

研究目的、研究内容の妥

当性等を評価。 

左記の中期目標を達成

すべく、評価の各段階に

おいて、評価プロセス、

評価結果等を研究所ホ

ームページ等で公表。な

お、評価結果は研究に速

やかにフィードバックし、

質の高い研究成果の創

出、研究の重点化及び透

明性の確保に努める。 

研究評価は計

画 に 沿 っ て 適

切に行われ、研

究の妥当性等

が検証されてい

るか。また、評

価のプロセス、

結果は適切に

公表され、外部

か ら の 検 証 が

可能となってい

るか。評価結果

を速やかにフィ

ー ド バ ッ ク し 、

質の高い研究

成果の創出に

つながっている

か。 

 

○研究目的、研究内容の妥当

性を検証するために、３層３

段階の評価を実施している。 

○ホームページ等を通じて評価

プロセス及び評価結果の公

表を実施している。 

○研究評価内容は、直ちにテ

ーマリーダーから研究者へ周

知し、評価のフィードバックに

よって研究活動に役立つよう

努めている。 

自己評定Ｂ 

○中期目標・計画に位置づけ

られた研究評価を適切に実

施している。 

○また、評価のプロセス、結果

を公表し、研究者への適切

なフィードバックなどを通し

て「質の高い研究成果の創

出」につながる、業務運営

を着実に実施している。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

３層３段階の評価により研究の目的や内容の妥

当性を検証するとともに、研究所のホームページ

を通じた評価プロセス及び評価結果の公表や評

価結果を研究にフィードバックする取組等が、中

期目標期間にわたり着実に実施されている。した

がって、研究開発成果の最大化に向けて着実な

業務運営がなされていると認められるため、本項

目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○研究の目的や内容の妥当性を検証するため

の３層３段階の評価について、従前と同様に着実

に実施されている。 

○研究所のホームページを通じ、評価プロセス

及び評価結果を適切に公表している。 

○また、評価のプロセスや結果を研究に適切に

フィードバックし、「質の高い研究成果の創出」に

つなげており、評価の結果を研究に結びつける

取組が着実に行われている。 

＜評価に至った経緯＞ 

研究所内部のテーマ内評価会、研究所全体

の内部評価委員会、及び外部有識者による外部

評価委員会による 3 層、研究の事前・中間・事後

の 3 段階からなる評価会を中期目標期間中着実

に開催し、研究の目的や内容の妥当性を適切に

検証されている。 

また、研究所のホームページを通じた評価プロ

セス及び評価結果の公表や評価結果を研究に

フィードバックする取組を通して質の高い研究成

果の創出につながる業務運営を行っている。 

以上のように、適切な研究評価の実施と評価

結果の公表について着実に実施していると認め

られるため、本項目は B 評定とする。 

 

 

（審議会の意見） 

着実に実施している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.6） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑥ 行政支援の推進･強化（国等が抱える技術的課題解決に向けた対応） 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

港湾整備事業等に適用された研究成果の件数※ 7 件 7 件 9 件 9 件 7 件 予算額（千円） 2,498,081 3、340、030 2、430、586 2、638、747 2,517,531 

国等への研究成果報告会の実施  4 回 13 回 13 回 8 回 7 回 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,062,249 3,062,249 

技術研修会等へ講師派遣  52 名 54 名 64 名 59 名 61 名 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 2,795,326 2,795,326 

国等の技術委員会等への研究者派遣 
中期目標期間中のべ

500 人程度 

193 名 184 名 163 名 165 名 187 名 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 78,943 78,943 

行政サービス実施ｺｽﾄ（千

円） 

2,142,952 2,027,277 1,694,062 2,331,400 2,331,400 

※「現場」等への聞き取りにより把握できた分だけ計上。 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額,決算額は支出額を記載。従事人員数は,各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標,中期計画,主な評価軸,業務実績等,中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 港湾･空港整

備技術の向

上のため,民

間にはなじま

ない,国立研

究開発法人

が担うべき事

務 の 実 施 を

踏まえつつ,

公共事業の

実施上の技

術的課題へ

の対応や国･

地方公共団

体等の技術

者の指導等

の行政支援

を 積 極 的 に

行う。 

行政（国･地方公

共団体等）が抱え

る技術課題に係

る受託研究の実

施 ,行政設置の

各種技術委員会

への研究者の派

遣等,港湾・空港

の整備等に係る

技術的課題の解

決への的確な対

応。 

行政の技術者対

象 の 講 演 の 実

施,研修等講師と

しての研究者派

遣など,研究成果

の反映及び技術

移転の推進。 

港湾･海岸･空港

に係る技術基準

の策定業務の支

援 

など 

 

行 政 側 （ 現

場）の課題に

対する的確な

技 術 支 援 が

図られている

か（研究成果

の 技 術 基 準

や 実 事 業 へ

の反映できて

いるか）。 

 

現 場 の 課 題

等把握のため

の研究所と現

場との密なコ

ミュニケーショ

ンが図られて

いるか。 

○平成 23～27 年度において,

国 等 へ の 技 術 支 援 と し

て,267 項目の受託研究を実

施した。 

○この中では,東日本大震災に

おける港湾施設の被災メカニ

ズムの解明を通じて,研究所

が復旧･復興事業における工

法の提案につながる数多くの

研究等を牽引している。 

○喫緊の課題である防災分野

での行政支援として,防波堤

や防潮堤の耐津波設計,津

波避難施設の設計など各種

ガイドライン策定への支援を

実施している。 

○被災地以外の地域における

防災・減災事業及び各地の

プロジェクト実施においても

多くの技術支援を実施してい

る。 

○また,国等の課題把握のた

め,意見交換会や講演会･報

告会・講習会等を通じて,研

究所と現場との課題の共有

化等を積極的に進めている。 

自己評定Ａ 

○行政が抱える技術課題に対し

的確に取組んでおり,東日本

大震災からの復旧・復興事業

における設計や工法の検討等

への技術支援及び全国的な

防災・減災事業,各地のプロジ

ェクトへの技術支援の実施,津

波対策や液状化対策を始めと

する多岐にわたる分野のガイド

ライン等への研究成果の反映

など行政課題に対する技術的

支援として顕著な成果をあげ

ている。 

○また,現場の課題等の把握の

ため,意見交換会の開催や技

術講習会・委員会等への研究

者の派遣等を通じて,現場と密

なコミュニケーションを図り,研

究成果の現場への還元という

観点から顕著な成果を創出し

ている。 

評定 Ａ 評定 Ａ 

東日本大震災を受けて、防波堤等の施設の被災メカニズ
ムの解明に迅速に努め、「粘り強い」構造形式の開発等の
数多くの技術提案を行い、港湾機能の復旧、地域の復興
を強力に牽引した点を高く評価する。 
また、現場ニーズを踏まえた研究を実施し、その成果は多
数のガイドライン等の策定に反映されるとともに、技術委員
会への研究者派遣は、過去 4年間で中期目標を大幅に上
回る実績であり、行政支援や現場とのコミュニケーションに
ついても高く評価できる。このように、現場に直結した研究
所として、行政側（現場）の課題に対する的確な技術支援
と現場のニーズ把握を実施しており、かつ現場に密着した
研究所として優れた取組を実施している。したがって、研
究開発成果の最大化に向けて顕著な成果の創出が認め
られるため、本項目は A 評定とする。 
 
＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 
○本中期目標期間中の最大の行政課題であった東日本
大震災からの復旧において、防波堤等の施設の被災メカ
ニズムの解明に迅速に努め、最大級の津波に遭遇しても
完全倒壊しない「粘り強い」構造形式の開発等の数多くの
技術提案を行い、港湾機能の復旧、地域の復興を強力に
牽引した。 
○現場のニーズから掘り起こした研究を実施し、その成果
は、港湾の施設の整備等に直接活用できるガイドライン等
の策定に反映されており、行政密着型、現場密着型の研
究所として有効に機能している。 
このように、港湾空港技術研究所は、強力に行政支援を
行っていると言える。 
○国等への技術委員会等への研究者派遣についても、平
成 23～26 年度までに目標の 500 人を上回る 683 名にの

＜評価に至った経緯＞ 

行政支援の推進･強化は、まさに港空研のミッショ

ンとも言うべき項目である。 

中期目標期間中の最大の行政課題であった東日

本大震災からの復旧において、防波堤等の施設の

被災メカニズムの解明に迅速に努めるとともに、「粘

り強い」構造形式の開発等の数多くの技術提案を行

い、港湾機能の復旧、地域の復興を強力に牽引し

てきた。 

現場のニーズから掘り起こした研究を実施し、そ

の成果は、港湾の施設の整備等に直接活用でき

る、各種ガイドライン等の策定に反映されており、強

力に行政支援を行っている。 

また、現場の密接なコミュニケーション形成に積極

的に取り組んでおり、現場と直結した研究所と言え

る。 

以上のように、国等が抱える技術的課題に向けた

対応において、顕著な成果の創出が認められるた

め、本項目は A 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

○東日本大震災の復旧・復興事業や防災・減災事

業に資する重要かつ多数の研究・提案に取組み、こ

れらを各種ガイドライン等への反映に着実に結び付

け、国民の生死に関わる重大な行政課題の解決に

向けて顕著な貢献をした点は、評価に値する。 
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ぼり、積極的に行政支援を推進してきた結果である。引き
続きの活躍を期待する。 
○現場の密接なコミュニケーション形成に積極的に取り組
んでおり、現場に直結した研究所と言える。 
○以上を踏まえて、本項目は A 評定が妥当である。 

○継続した研究の成果が、実務で使用する基準や

ガイドラインとして活用されることは有益。 

○船舶に有効な制波に関する研究も行って頂けると

ありがたい。また、人々が港を訪れたくなるように、港

をきれいにする（クルーズ含め）取り組みに注目して

もらうと（船舶側から見ても）ありがたい。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.7） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑦ 行政支援の推進･強化（災害発生時の対応） 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度,難易度 － 関連する研究開発評価,政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

国内の災害派遣件数※  36 件※※ 1 件 1 件 1 件 1 件 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

国外の災害派遣件数  0 1 件 2 件 1 件 1 件 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

災害時の連絡・参集「体制」発令実績 12 件 16 件 14 件 14 件 13 件 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

－ － － － － － － 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 
※原則として,地震・津波・高潮・油流出災害等の各災害を 1件として計上。ただし,超広域的災害であった東日本大震災（H23.3.11）

の場合は,担当被災地・担当分野毎に複数の研究者チームを派遣したため,チーム数を「件数」として計上。 
※※36 件には,H22 年度内派遣（H23.3.14～3.27）の 7 件（チーム）が含まれる。 

行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

従事人員数 
99 101 101 100 104 

注）予算額,決算額は支出額を記載。従事人員数は,各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

３．中期目標,中期計画,主な評価軸,業務実績等,中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 災害時の

技術支援

等の要請

に対して,

迅速かつ

適切に対

応する。 

国 ,地方公共団

体等への災害時

の支援は,国土交

通大臣の指示が

あった場合,また

は理事長が必要

と認めた場合に,

被災地への研究

者派遣等による

被 災 状 況 の 把

握 ,復 旧 等 に 必

要な技術指導等

を迅速かつ適切

に行う。 

研究所作成の災

害対策マ ニュ ア

ルに沿った予行

演 習 の 実 施 ,演

習結果に基づく

当該マ ニ ュ アル

の 改 善 等 ,緊 急

時の技術支援に

万全を期す。 

自然災害・事故

災害時における

国,地方公共団

体 等へ の技 術

支 援 等 に つ い

て,迅速かつ適

切に対応してい

るか。 

 

また,防災訓練

など災害対応能

力 の 向 上 に 努

めているか。 

○本中期目標期間において,東日

本大震災の初動対応に延べ 90 

名の研究者を現地に派遣し,その

後,各地の被災港湾等における地

震・津波の被災メカニズムの解

明,復旧･復興に資する工法の研

究提案等の技術支援を短期間に

実施している。 

○その他,国内では,日本海低気圧

による高波災害,根室港付近で発

生した高潮被災などへ研究者派

遣や油流出事故時の漂流油の拡

散シミュレーション結果の行政側

への提供を実施している。 

○また,国外ではハリケーン・サンデ

ィによる米国東海岸高潮災害,チ

リ地震津波災害（２件）,フィリピン

中部の台風高潮災害への研究者

派遣を実施している。 

○研究所自体の災害対応力の強化

としては,各年度の防災訓練の実

施と,訓練結果に基づく災害対策

マニュアルの見直し・改善の他,

国の地方機関との災害協定締結

を行っている。 

 

自己評定 A 

○東日本大震災における初

動対応では,研究者派遣を

迅速に実施し,復旧・復興

の技術支援では,研究所施

設等を用いた復旧工法の

検討や設計マニュアルへの

反映等の技術的支援を実

施している。 

○さらに,フィリピンの台風や,

米国のハリケーンによる高

潮災害,チリの地震・津波で

の地震・津波災害など,国

際分野においても,研究者

派遣を通じた技術支援を迅

速に実施しており,自然災

害等における技術的支援

に真摯に取り組んでいる 

○加えて,行政機関との災害

時連携体制の構築や,防災

訓練等を実施している。 

○以上のように,災害時の技

術支援や研究所の災害対

応 能 力 の 向 上 に 向 け て

日々気を引き締めて鋭意,

取り組んでいる。 

評定 Ａ 評定 Ａ 
東日本大震災への対応において、発災直後から行政と
協力しながら技術支援等を行うとともに、被災メカニズム
を早期に解明し、復旧工法の検討や設計マニュアルへ
の反映等につなげたことは、高く評価できる。また、国内
の高波や高潮の災害や、米国のハリケーン・サンディ、フ
ィリピンの台風など海外の災害においても、現地調査を
迅速に実施し、現地の復旧に大きく貢献するとともに、被
害状況等の調査を通じて我が国の災害対策に資する知
見の収集している点は、大変優れた取組である。以上の
ように、国内外の災害に対して、迅速に技術支援や調査
活動を実施するとともに、今後の災害対策にも尽力して
いる点は、研究者としての高い使命感によるものである。
したがって、自己評定は B であるが、研究開発成果の最
大化に向けて顕著な成果の創出が認められるため、本
項目は A 評定とする。 
 
＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 
○本中期計画期間中の災害に関する行政支援として
は、東日本大震災への対応において、発災直後から理
事長の号令のもと迅速に現地入りし、行政と協力しながら
被災メカニズムを早期解明に尽力したことは、賞賛に値
する。 
○海外の災害でも、米国のハリケーン・サンディ、フィリピ
ンの台風などの災害調査を迅速に実施し、現地の復旧
に大きく貢献するとともに、被害状況等の調査を通じて我
が国の災害対策に資する知見の収集にも尽力している。 
○全国各地で発生する高波や高潮の災害においても、
迅速に研究者が現地入りし、原因の究明と災害復旧へ
の貢献をしてきており、我が国を災害から守る研究所とし
て不断の努力を続けている。 
○このような災害調査では、発災直後で二次災害の懸念
もある中で俊敏に調査活動を行っており、研究者の高い
使命感は敬服に値する。 
○以上を踏まえて、本項目は A 評定とすべきである。 

＜評価に至った経緯＞ 

港空研は、自然災害・事故災害時における国等へ

の技術支援等について迅速かつ適切に対応してい

る。 

中期目標期間中の災害に関する行政支援として、

東日本大震災発生直後から理事長の号令のもと迅速

に現地入りし、行政と協力しながら被災メカニズムの

早期解明に努めてきた。海外の災害でも、災害調査

を迅速に実施し、現地の復旧に大きく貢献するととも

に、被害状況等の調査を通じて我が国の災害対策に

資する知見の収集にも努めてきている。 

また、毎年の災害派遣の積み重ねにより、被災地

にスムーズに研究者を派遣する仕組みを構築してき

ている。派遣地域に対しては、国内であれば調査報

告書を地方整備局等へ送付し、海外であれば、英語

の報告書の現地政府への提出や、現地での報告会

の開催など、被災地にしっかりとその成果をフィードバ

ックしている。 

以上のように、災害発生時の対応において顕著な

成果の創出が認められるため、本項目は A 評定とす

る。 

（審議会の意見） 

○地震や津波の災害支援、特に東日本大震災の復

興に多大に貢献しており、顕著な成果が認められる。 

○毎年の積み重ねとして、しっかりとした成果が現れ

ている。これまでの被災地への派遣の経験から、スム

ーズに現地派遣できる仕組みを構築し、平成 27 年度
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はよりスムーズに災害支援を実施できた。 

○現地へのフィードバックとして、国内派遣の場合は

調査結果をとりまとめた報告書を地方整備局等に提

出することで、また海外に派遣した場合は、英語で報

告書をまとめて現地で報告を行うことで現地にフィー

ドバックしている。 

 

 
４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.8） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑧ 研究成果の公表,普及（報告・論文） 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度,難易度 － 関連する研究開発評価,政策評価・行政事業レ

ビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

研究所報告・研究所資料の刊行回数  4 回  4 回  4 回 4 回 4 回 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

論文賞等の受賞  12 件 16 件 15 件 16 件 14 件 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

査読付論文の発表数 中期目標期間中に 590 編程度 154 編 130 編 137 編 148 編 137 編 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

うち,英語等の外国語論文 中期目標期間中に 320 編程度 70 編 73 編 69 編 74 編 75 編 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

国外実施の国際会議での研究発表 中期目標期間中に 290 件程度 60 件 65 件 79 件 63 件 68 件 行政サービス実施ｺｽﾄ（千円） 2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額,決算額は支出額を記載。従事人員数は,各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標,中期計画,主な評価軸,業務実績等,中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国 内 外 の

学 会 等 に

お け る 論

文 発 表 や

各 種 講 演

会 な ど を

通じて,積

極 的 に 幅

広 く 公 表

する。 

研究成果を研究所報

告及び研究所資料とし

てとりまとめ,年４回定

期的に刊行,国内外の

大学・研究機関等への

配布とともに研究所ホ

ームページで公表。 

国内外の専門誌への

論文投稿やシンポジウ

ム・国際会議等での研

究発表を奨励,研究成

果を国内外に公表。 

具体的には,中期目標

期間中の査読付論文

の発表数を合計 590 

編程度,そのうち 320 

編程度を英語等の外

国語によるものとする。

国外で実施の国際会

議においては,中期目

標期間中に合計 290 

件程度の研究発表を

行う。 

国内外の学会

等における論

文発表などを

通 じ て ,研 究

成果を積極的

に 幅 広 く 公

表 ・ 普 及 し て

いるか。 

○査読付論文の発表数や、

国外で開催の国際会議で

の研究発表数について

は、中期目標期間におけ

る目標値を大幅に上回っ

て達成した。 

○上記の発表論文では、土

木工学、海岸工学、地盤

工学、コンクリート工学等

の研究所の各種研究の基

盤となる分野での論文賞

の受賞が多数 あっ たほ

か、海洋音響工学など新

領域で の受賞実績も あ

る。 

○外国語論文の発表、国外

で開催された国際会議で

の発表の分野において

も、毎年、論文賞の受賞

につながっており、研究開

発成果が海外でも高く評

価されている。 

自己評定 S 

○積極的に研究成果の公表・普及を図っ

た結果として、73 件の論文賞等の受賞

があった。 

○中でも、米国土木学会から当時の理事

長に授与された海岸工学国際賞は、海

岸工学分野で世界的に最も権威のある

賞であり、多大な研究業績とリーダーシ

ップが評価されたものである（日本人受

賞は過去 3 人のみ）。また、文部科学大

臣表彰を 3 人の若手研究者が授与した

ほか、土木学会、地盤工学会、コンクリ

ート工学会、海外工学会、地震工学会

など土木に関連する主要な学会から多

数の受賞実績を重ねた。その多くが各

分野・部門で毎年 1 件あるいは表彰件

数が非常に限られた部門での受賞であ

り、マネジメント層の研究者から中堅・若

手研究者に至る各層による先導的な研

究成果・活動が国内外から高く評価され

た結果といえる。 

○査読付論文発表数および外国語論文

の発表数等についても、中期計画にお

ける目標値を大幅に上回って達成した。 

○以上のように、国内外の学会等における

論文発表などを通じて、研究成果を積

極的に幅広く公表・普及し、特筆すべき

顕著な成果を創出した。 

評定 Ｓ 評定 Ｓ 

平成 24 年に高橋理事長が受賞した米国土木学会の
国際海岸工学賞は、海岸工学分野において世界で
年間１名のみが表彰される世界的に最も権威のある
賞であり、極めて高く評価できる。過去には、日本で３
名しか受賞の例がなく、いずれの受賞者も世界でトッ
プクラスの研究者である。理事長がこの賞を受賞した
ことは、港空研が世界でトップレベルの研究所である
ことを証明している。また、毎年各分野１名のみ受賞
できる権威ある表彰である土木学会論文賞にて、本
中期目標期間内の 4 年間だけでも平成 23，25，26 
年の 3 ヶ年で受賞するなど、質の面で特筆すべき成
果を創出している。 
さらに、4 年間で 5 年間の達成目標にほぼ到達して
いることから、研究成果の普及、公表において量的に
も特筆すべき成果と言える。これらを勘案して、中期
目標期間を通じて質的にも量的にも大変優れた実績
と言える。したがって自己評定は A であるが、研究成
果の最大化に向けた特に顕著な成果の創出が認めら
れるため、本項目は S 評定とする。 
 
＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 
○平成24 年に高橋理事長が受賞した米国土木学会
の国際海岸工学賞は、海岸工学分野において世界
で年間１名のみが表彰される世界的に最も権威のあ
る賞である。これは、高橋理事長の研究実績や海岸
工学における国際的リーダーシップが高く評価された
ものであり、極めて顕著な功績である。 
過去には、日本で 3 名しか受賞の例がなく、いずれの
受賞者も世界でトップクラスの研究者である。理事長
がこの賞を受賞したことは、港空研が世界でトップレ
ベルの研究所であることを証明している。 

＜評価に至った経緯＞ 

平成 24年に高橋理事長（当時）が受賞した米国土木

学会の国際海岸工学賞は、海岸工学分野において、

世界で年間１名のみが表彰される世界的に最も権威の

ある賞であり、平成 23 年の東日本大震災での現地調

査及び復旧・復興に資する研究を含むこれまでの研究

実績と海岸工学分野における国際的リーダーシップが

高く評価されたものであり、これは特に顕著な成果とし

て評価できる。 

その他の研究でも、研究の質の面では、文部科学大

臣表彰を3人の若手研究者が授与され、土木学会の中

で毎年各分野 1名のみ受賞できる表彰である土木学会

論文賞について、本中期目標期間内だけでも平成 23, 

25, 26 年の 3 カ年で受賞している。これらは、研究者の

能力と特に顕著な業績が評価された証である。 

研究の量の面では、代表的な成果目標である査読

付き論文に関し、発表数、外国語論文数、国際会議で

の発表数のいずれも、中期計画の目標量を大きく上回

っている。 

以上のように、研究成果の公表、普及（報告・論文）

の項目については、特に顕著な成果を創出しているこ

とから、本項目は S 評定とする。 

（審議会の意見） 

○高橋前理事長の米国土木学会海岸工学賞は、日本

人で 4 人目であり、これまでの受賞者は、誰もが認める

すばらしい成果を残した世界トップクラスの研究者であ

る。その評価は国際的水準で極めて高く、世界トップレ
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○その他の研究でも、研究の質の面では、各分野１
名のみ受賞できる権威ある表彰である土木学会論文
賞にて、本中期目標期間内の 4 年間だけでも平成
23，25，26 年の 3 ヶ年で受賞。若手技術者賞では 2 
名の研究者が受賞しており、研究者の能力とな業績
が極めて高く評価された証左である。 
○研究の量の面では、代表的な成果目標である査読
付き論文に関し、発表数、外国語論文数、国際会議
における発表数のいずれにおいても、平成 23 年～26 
年までの 4 年間で 5 年間の目標にほぼ到達してい
る。中期目標期間全体の見込みとしては、目標を大
幅に上回ることが現時点で確実である。 
○以上のように、報告・論文による研究成果の公表、
普及については、中期計画における達成目標を大幅
に上回ることが見込まれるとともに、平成 24 年に高橋
理事長が受賞した米国土木学会の国際海岸工学賞
や土木学会論文賞等の極めて権威ある表彰を数多く
受賞していることから、量的にも質的にも特筆に値す
る顕著な成果が認められる。したがって、本項目は S 
評定とすべきである。 

ベルである。 

○理事長の業績が世界的に高く評価されたことは、そ

れを支えた組織全体への評価と言える。 

○外国語論文を含めた査読付論文を毎年着実に発表

し、また若手研究者を含め土木に関連する主要学会に

おいて多数の受賞実績を重ねている。以上を総合的評

価すると、S 評価が妥当。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.9） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑨ 研究成果の公表、普及（一般向け） 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

広報誌（技術情報誌）の刊行 発行回数 
4 回 4 回 4 回 

 

4 回 4 回 
予算額（千円） 

2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

メールマガジン配信 回数 2 回 8 回 6 回 7 回 10 回 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

施設一般公開 回数（来訪人数） 2 回(845) 2 回(838) 2 回(776) 2 回(840) 2回(968) 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

一般向け講演会 回数 14 回 15 回 12 回 10 回 7 回 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

港空研ＨＰの閲覧回数（千回）  
319 308 280 269 260 行政サービス実施ｺｽﾄ（千

円） 

2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国内外の

学会等に

おける 論

文発表や

各種講演

会 な ど を

通 じ て 、

積極的に

幅 広 く 公

表する。 

研究成果の幅広い

普及を図るため、研

究所の諸活動や最

新の話題等を掲載し

た広報誌の発行、研

究所のホームページ

の内容の充実を図

り、一般国民に対す

る情報発信を推進。 

業務成果等をとりま

とめた年次報告書を

毎年作成。 

研究所の施設の一

般公開を年２回実施

するほか、最新の研

究を一般国民向け

に 分 か り や す く 説

明、紹介する講演会

を年４回以上全国各

地で開催。 

講演会、一般

公開、各種広

報ツールを活

用し、一般国

民に対し研究

所の役割や研

究成果の理解

促進が図られ

ているか。 

一般国民の目

線で分かり易

い情報発信を

行 っ て い る

か。 

○本中期目標期間中は、以下の取り組みに

より情報発信の推進に努めている。 

・研究所ホームページ、Web システムの全面

リニューアル（H23）を実施。 

・メールマガジン創刊（H23） 

・前中期計画の最終年度に創刊した広報誌

（技術情報誌）編集委員会･所内幹部会

での「毎号ごとの編集方針検討」を実施す

るとともに、発行部数を創刊時の 1000 部

（H22）から 1800 部)に拡大。 

○講演会や研究所の一般公開の実施、ホ

ームページの充実等の中期計画における

目標値を、達成した。 

○さらに、東日本大震災等を契機として一

般国民の防災への関心の高まりもあり、一

般メディア（テレビ、一般紙等）を通じて、

研究所の有する大型実験施設等の試験

成果を活用した情報発信に取り組んでい

る 

○平成26年に「戦略的な広報活動に関する

基本方針」を策定し、情報発信において

「一般国民の目線での分かり易い説明」に

取り組んでいる。 

自己評定Ｂ 

○一般国民に対する研究所の役割

や研究成果の理解の促進のため

に、研究所ホームページの全面リ

ニューアル、メールマガジンの創

刊、広報誌の発行部数拡大を実現

するなど、各種広報ツールを活用

した取り組みを、着実に実施してい

る。 

○港空研の施設見学等について、地

元の学校や自治体への対応のみ

ならず、沿岸域に存在する防災意

識の高い自治体の施設見学等に

ついて積極的に対応した。 

○テレビ等を通じて、研究所の大型

実験施設等の試験成果を活用した

情報発信に取り組むとともに、平成

26 年に「戦略的な広報活動に関す

る基本方針」を策定し、一般国民の

目線での分かり易い説明を念頭

に、研究所や研究成果の理解促進

のための情報発信を着実に実施し

ている。 

評定 Ｂ 評定 Ａ 

研究所ホームページ、メールマガジン、広報誌等

を通じた、一般向けの広報が、中期目標期間にわ

たり着実になされている。これら一般メディアを通し

た情報発信は、「一般の国民の方々の目線での分

かり易い説明」を念頭に置いて実施されている。ま

た、研究所の一般公開を毎年 2 回行い、全国各地

での一般国民向け講演会も着実に実施されてい

る。したがって、研究開発成果の最大化に向けて

着実な業務運営がなされていると認められるため、

本項目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○研究所ホームページおよび Web システムの全

面リニューアル、メールマガジンの創刊により情報

発信の充実化を図るとともに、中期目標期間にわ

たり広報誌が定期的に発行されている。紙媒体や

インターネットを通じた、一般向けの広報が、着実

になされている。 

○研究所の一般公開を毎年 2 回（夏及び秋）実施

しているとともに、全国各地での一般国民向け講

演会についても着実な実施が見られる。 

○一般メディアを通した情報発信についても、「一

般の国民の方々の目線での分かり易い説明」に努

めている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間の直前に発生した東日本大震

災は、従前の津波防災の概念を一変させた。 

最大規模の津波から命を守るためには、土

木施設（ハード）によって津波を減じつつ、避難

（ソフト）と一体となった防災が不可欠であり、

｢津波から逃げる｣ことの教育や周知が極めて重

要となった。 

港空研では、巨大津波で構造物が倒壊した

メカニズムや防波堤や防潮堤の防災効果ととも

に、国民の皆様に、命を守るため｢津波から逃

げる｣ことの重要性を伝える広報を実施してき

た。特に、震災から5年が経過するという節目の

年である平成 27 年度については、5 年間で蓄

積してきた知見を活かしつつ、風化しがちな災

害への危機意識の啓蒙・普及を図るため、特に

メディアを活用した、命を守るための広報に更

に注力し、津波から身を守る（安全に逃げる）た

めの意識が国民の皆様に浸透することに大きく

貢献するという成果を上げてきた。 

このように、東日本大震災を経て急変した防

災の考え方を国民の皆様に広く浸透させてきた

ことの成果は大きく、顕著な成果の創出が認め

られるため、本項目は A 評定とする。 
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（審議会の意見） 

○東日本大震災関係を経て、一般の方々の安

全確保に関する広報を、メディアを通じて人々

に届く形で広報を行ってきたことは評価できる。

顕著な成果が認められる。 

○特に震災から 5 ヵ年を迎えた節目で、全国版

TV を特に有効に活用するなど特に成果を上げ

ている。 

○自治体等への普及や公表も行っているとのこ

とで、これらも重要。 

○いろんなチャンネルを活用して効果的な広報

が実施できていることが確認できる。そのために

は、相応の時間と努力が必要であり、A 評価が

妥当である。 

 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.10） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑩ 知的財産権の取得・活用 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

特許の出願数 中期期間中に 40 件程度 8 件 7 件 9 件 9 件 12 件 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

年度末時点の特許所有数  138 件 143 件 147 件 148 件 142 件 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

－〃－出願中の特許  20 件 34 件 20 件 25 件 34 件 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

特許等による自己収入（千円）  19,903 22,457 47,804 44,275 36,925 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

現場において採用された特許技術

数 
 

7 件 20 件 25 件 13 件 19 件 行政サービス実施ｺｽﾄ（千

円） 

2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研 究 成 果

の活用と自

己 収 入 の

増大を図る

観点から、

特 許 の 出

願 、 取 得

等、知的財

産 権 の 取

得、活用を

積 極 的 に

行う。 

特許の出願、取得

を奨励し、研究成

果の活用と自己収

入の増大を図る。

具体的には、特許

権の保有目的や申

請費用等を十分に

吟味しつつ、中期

目標期間中に合計

40 件程度の特許

出願を行う。また、

研究所ホームペー

ジの活用等により

保有特許の利用促

進を図るとともに、

特許を含む知的財

産全般についての

あり方を検討しつ

つ、適切な管理を

行う。 

 

特許等の知的

財 産 権 の 取

得、活用を積

極的に行い、

研究成果の活

用と自己収入

の増大が図ら

れているか。 

○前中期目標期間中に導入し

た「知的財産管理活用委員

会」制度に基づき、事業性と

新規性等を主な判断要素と

して特許出願に取組んでい

る。 

○研究者への特許出願のイン

センティブとして、褒賞金制

度の導入や特許出願を研究

者評価に反映するなどの措

置を講じており、中期目標期

間における出願件数の目標

値を達成した。 

○保有特許の利用促進に資す

るべく、研究所ホームページ

上での特許情報の公表など

を実施した。 

○特許実施料による自己収入

は、中期目標期間において

増加傾向にある。 

 

自己評定Ｂ 

○研究所内での特許の出願・

取得の奨励とともに、出願

検討に際して知的財産管

理活用委員会において所

内評価・審査等の手続きを

適切に遂行し、特許出願数

の中期目標期間における

目標数を達成し、研究成果

の活用を着実に実施してい

る。 

○さらに、保有特許の利用促

進のための各種情報発信

活動等により、特許技術の

実施件数やそれに伴う自己

収入の増加に向けて、着実

な業務運営を実施してい

る。 

 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

知的財産管理活用委員会による審議等により、事業性と

新規性等を主な判断要素として特許を出願しており、出願

件数についても目標を達成する見込みである。また、研究

所ホームページ上で特許情報を公表し保有特許の利用

促進に努めているとともに、特許実施件数や自己収入に

ついても、中期目標期間にわたり着実な実績をあげてい

る。したがって、研究開発成果の最大化に向けて着実な業

務運営がなされていると認められるため、本項目はＢ評定

とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○知的財産管理活用委員会による審議等により、事業性

と新規性等を主な判断要素として特許を出願している。

H23～H26 年度において、研究者の特許出願数は 33 件

と出願件数の目標を達成する見込みであり、研究成果が

着実に活用されている。 

○研究所ホームページ上で特許情報を公表し、保有特許

の利用促進に努めており、特許実施件数や自己収入につ

いても、中期目標期間にわたり着実な実績を上げている。 

＜評価に至った経緯＞ 

知的財産管理活用委員会による審議により、事業性と

新規性等を主な判断要素として特許を出願しており、出願

件数についても目標を達成している。また、研究所ホーム

ページ上で特許情報を公表し保有特許の利用促進に努

めているとともに、特許実施件数や自己収入についても、

中期目標期間にわたり着実な実績をあげている。以上のよ

うに、知的財産権の取得・活用において着実な業務運営

がなされていると認められるため、本項目は B 評定とする。 

（審議会の意見） 

○どの研究機関も知的財産の活用については苦労がある

ところ。 

○特許はしっかりと利用されているようである。利用される

ことが大切。 

○特許の取得のみならず、使用が少ない特許の整理も適

切に行っており、特許収入も黒字。 

○着実に実施している。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.11） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑪ 関連学会の活動への参加及び民間への技術移転、大学等への協力及び国際貢献 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

国内外の技術委員会等への派遣委員数（再掲）  456 名 486 名 401 名 306 名 346 名 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

連携大学院制度等による派遣研究者数  21 名 17 名 18 名 17 名 16 名 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

民間や大学からの受入研修生等の数 中期期間中に 50 名 59 名 58 名 58 名 52 名 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

 のべ 250 人程度      経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

JICA 研修への派遣研究者数 
 37 名 23 名 32 名 32 名 31 名 行政サービス実施ｺｽﾄ（千

円） 

2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

－ － － － － － － 従事人員数 99 101 101 100 104 

注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 国内外の関連

学会や各種委

員会等におけ

る研究者の活

動を奨励。民

間企業への技

術移転及び大

学等の高等教

育機関への協

力の推進。 

海外における

技術指導、関

連技術の国際

標準化活動へ

の支援等、国

際的な技術協

力の推進を図

る。 

①関連学会や各種委員会への

研究者派遣による連携強化、技

術規格・基準策定に参画。技術

的な情報提供や関係委員会へ

の研究者派遣等を通じた技術の

国際標準化に貢献。 

②民間技術者等の研修生として

の受入、技術講演等による民間

への技術移転の推進。大学等の

教員としての研究者派遣、研究

者による大学等での特別講義、

連携大学院制度の充実・活用、

学生実習生の受入等による高等

教育機関への協力推進。民間企

業研修生及び大学等からの実習

生を中期目標期間中にのべ 250 

人程度受入。 

③外国人技術者対象研修への

講師派遣や外国人研究員の受

入、研究者の海外派遣による技

術指導等、国際的な技術協力の

推進。 

関連学会の活

動への参加及

び民間への技

術移転、大学

等への協力及

び国際的な技

術協力の推進

が図られてい

るか。 

○本中期計画期間の前半は、東日本

大震災関連の技術委員会等の活

動最盛期にあたっており、多数の研

究者を委員として派遣している。加

えて、各種技術規格・基準策定に

関連する委員会への研究者の派遣

や、国際航路協会（PIANC）関連委

員会への派遣等を通した国際標準

化への支援も実施した。 

○民間への技術移転推進のため、主

要な民間企業団体との意見交換会

や、講習会等への講師派遣を積極

的に実施した。 

○民間や大学からの研修生等の受入

について中期計画における目標

（のべ 250 人程度）を、達成した。 

○JICA 等の研修への講師派遣等を

通して 国際的な技術協力に貢献

している。 

○連携大学院制度等による研究者・

技術者の養成支援を実施した。 

自己評定Ｂ 

○学会や技術委員会への

委員派遣や、民間企業団

体への講師派遣を通じた

民間への技術移転、さら

に JICA 研修への講師派

遣等による国際的な技術

協力について、着実に実

施した。 

○連携大学院制度等に基

づく教育現場への研究者

派遣に加えて、多数の研

究所出身の研究者が大学

等の全国の高等教育機関

において教育・研究に携

わっており、技術者の養

成段階から、研究所が先

導的役割を果たし、大学

への協力等についても着

実に実施した。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

連携大学院制度等による研究者派遣、民間

や大学からの研修生等の受入れ、JICA 研

修への講師派遣について、中期目標期間

にわたり着実に実施されるとともに、研究技

術者の養成や国際的な技術協力にも貢献

が認められる。したがって、研究開発成果の

最大化に向けて着実な業務運営がなされて

いると認められるため、本項目は B 評定とす

る。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○連携大学院制度等による研究者派遣、民

間や大学からの研修生等の受入れ、JICA 

研修への講師派遣について、着実な実施状

況が認められる。 

○研究者の派遣や研修生の受入等を通じ

て、大学における教育・研究等に携わること

で、研究技術者の養成段階から、研究所が

先導的役割を果たすとともに、国際的な技

術協力にも貢献が認められる。 

＜評価に至った経緯＞ 

各種の技術規格・基準の策定等に関連する委員

会、民間企業団体との意見交換会や講習会等への

講師派遣を着実に実施してきている。また、連携大

学院制度等による研究者派遣による研究者・技術者

の養成支援を実施するとともに、JICA 等研修への

講師派遣等を通して、国際的な技術協力に貢献し

ている。このように着実に研究技術者の養成や国際

的な技術協力の貢献が認められる。 

以上のように、関連学会の活動への参加及び民

間への技術移転、大学等への協力及び国際貢献に

ついて、着実な業務運営がなされていると認められ

るため、本項目は B 評定とする。 

 

 

 

（審議会の意見） 

○大学と国立研究開発法人の研究者の交流を進め

てほしい。 

○JICA の研修生とのつながりをその後に活かすこと

が重要。これらがその後の政策や研究に活かされて

いる。この人的つながりをもっとフォローすると良い。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－１（調書 No.12） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価） 項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑫ 人材の確保・育成 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 港湾空港技術研究所法 第１１条（業務の範囲） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する研究開発評価、政策評価・行政事業

レビュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度  H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

研究員の採用  1 名 2 名 2 名 － 4 名 予算額（千円） 2,498,081 3,340,030 2,430,586 2,638,747 2,517,531 

任期付研究員の採用  3 名 2 名 1 名 4 名 4 名 決算額（千円） 2,870,413 3,841,072 2,946,273 3,378,147 3,062,249 

研究者数推移  79 名 80 名 79 名 78 名 79 名 経常費用（千円） 2,826,257 3,081,930 2,817,849 3,008,569 2,795,326 

－ － － － － － － 経常利益（千円） △27,935 28,900 31,261 131,142 78,943 

－ － － － － － － 行政サービス実施ｺｽﾄ（千

円） 

2,142,952 2,027,277 1,694,062 1,734,215 2,331,400 

※H27 年度は 4 月 1 日現在。 従事人員数 99 101 101 100 104 
注）予算額、決算額は支出額を記載。従事人員数は、各年 4 月 1 日現在役職員数。全項目とも内数。 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 優 秀 な 人

材 の 確 保

に努めると

と も に 、 適

切 な 研 究

者 評 価 の

実 施 や 在

外 研 究 の

奨励等、多

様 な 方 策

等を通じて

人 材 の 育

成を図る。 

①任期付研究員制度を

含む多様な方策の適切

な活用による優秀な人材

の確保。研究者の在外研

究の実施、著名な外部研

究者等による講演会開催

や研究者への指導等、

研究者の能力向上を図

る。行政機関への研究者

派遣による行政機関等と

の意見交換や現場の情

報収集を通じた研究企画

調整能力の向上。 

②研究者評価・研究評価

等を通じた研究者の研究

活動 PDCA サイクルの形

成。研究者評価に当たっ

ては、研究者の意欲や努

力の適正な評価や、組織

全体が活性化する評価

方法の改善の検討。 

優秀な人材確

保及び人材の

育成に努め、

研究者の能力

向上及び研究

の質の向上を

図 っ て い る

か。 

○本中期計画期間を通じて、公募選考

による研究員（任期付研究員含む）採

用により優秀な人材確保に努めてい

る。 

○在外研修制度、国内外の著名研究者

（客員研究者等）による講義・指導、所

内の研究資金の競争的配分制度な

ど、研究者の能力向上のための様々

な方策を講じている。 

○研究者を全国各地の現場に派遣し、

意見交換会･ミニ講演会等を開催、研

究者の現場の課題認識向上に資する

取組みを実施している。 

○研究者評価・研究評価については、研

究活動の PDCA サイクルの形成に寄与

しており、本中期計画期間中を通じ、

評価方法の改善に努めている。 

○また、前中期期間から引き続き、研究

に対するインセンティブ付与、組織全

体の活性化を図る目的で、高い評価を

受けた研究者に対する表彰・研究費の

追加配分などを実施している。 

 

自己評定Ｂ 

○公募選考や人事交流等を

通じて優秀な研究者の確

保・育成を図った。 

○在外研修制度や著名研

究者からの講演や研究者

の現場への派遣・意見交

換会等を通じて、研究者の

能力の向上を図るととも

に、研究者評価及び研究

評価等を通じた研究活動

の PDCA サイクルの形成等

に努めている。 

○以上のように、優秀な人材

確保・育成、研究者の能力

向上および研究の質の向

上を、着実に実施してい

る。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

中期目標期間にわたり、研究員および任期付き研

究員の採用により人材確保がなされており、著名

研究者からの講演、行政との人事交流、研究者の

現場への派遣・意見交換会等を通じて、研究者の

能力向上に取り組んでいる。また、研究活動の

PDCA サイクルの形成等により、研究者育成を意図

した研究業務の改善が、着実になされている。した

がって、研究開発成果の最大化に向けて着実な

業務運営がなされていると認められるため、本項

目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○中期目標期間にわたり、研究員および任期付き

研究員が採用されており、研究者の人材確保がな

されている。 

○研究者の能力の向上については、著名研究者

からの講演、行政との人事交流、研究者の現場へ

の派遣・意見交換会等の取組が実施されている。 

○研究評価等を通じた研究活動の PDCA サイクル

の形成等により、研究者育成を意図した研究業務

の改善が行われている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間にわたり、研究員および任期付き

研究員の採用により優秀な人材確保がなされてい

る。外部の著名研究者からの講演や所内研究者

への指導・助言により、研究の質の向上に向けた

取り組みが着実に実施されている。また、行政との

人事交流、研究者の現場への派遣・意見交換会

等により、現場の課題認識の向上に取り組んでい

る。さらに、研究活動の PDCA サイクルの形成等に

より、研究者育成を意図した研究業務の改善が着

実になされている。 

以上のように、人材の確保・育成について着実

な業務運営がなされていると認められるため、本項

目は B 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

○着実に実施している。 

○任期付研究員については、組織側の人材確保

の面と研究者側の働きやすさ面で、一長一短があ

る。雇用期間の検討は引き続き必要。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.13） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑬ 戦略的な研究所運営 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値

等） 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

研究所運営に関する会議開催数 経営戦略会議 4 回 4 回 4 回 4 回 7 回  

研究評価に関する会議開催数（再掲）  22 回 22 回 22 回 22 回 24 回  

国等への技術成果報告会の実施（再掲）  4 回 13 回 13 回 8 回 5 回  

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 研究所の業務

運営の基本方

針の明確化、

社会・行政ニ

ーズを速やか

かつ適切に把

握するための

関係行政機関

や外部有識者

と の連携等、

研究環境の整

備 等 を 通 じ

て、戦略的な

研究所運営の

推進を図る。 

①役員が主宰する経営

戦略会議の開催、外部

有識者からなる評議員

会等での議論も踏まえ

つつ、PDCA サイクルを

通じて研究所の戦略的

な業務運営を推進す

る。 

②社会・行政ニーズを

速やかかつ適切に把握

するため、関係行政機

関・外部有識者との情

報交換、関係行政機関

との人事交流等、緊密

な連携を図る。 

③研究所の役員と職員

の間で十分な意見交換

を行い、現場の要望を

適切に研究所運営に反

映させることにより、研

究環境の整備に努め

る。 

PDCA サイクル

の実施など研

究環境の整備

等 を 通 じ て 、

戦略的な研究

運営を推進し

て い る か 。 社

会・行政ニー

ズを把握する

ための関係行

政機関等との

緊密な連携が

図られている

か。 

○理事長のガバナンスの下、これを補佐す

る研究所幹部等による経営戦略会議等で

の迅速な意思決定に努め、東日本大震

災復興をはじめとする防災・減災対策、社

会資本の老朽化対策、環境問題や海洋

開発への対応など、行政支援を念頭にお

いた研究所運営に取り組んでいる。 

○内部統制の強化のため、港湾空港技術

研究所業務方法書の改訂（H27.4.1 施

行）、各種規程の充実のための検討を行

い、順次、具体化に努めるとともに、内部

統制を意識した業務内部監査へと試行的

取り組みを行っている。 

○加えて、研究体制の充実及び研究施設

の整備推進、研究者の確保・育成、契約

方式における透明性確保、内部監査等に

よるコンプライアンスの確保に努めてい

る。 

○関係行政機関や外部有識者、民間企業

団体との意見交換や評議員会での議論、

研究評価や研究者評価などの審議や面

談、研究所役員と研究者・職員の間での

意見交換等に基づくニーズや課題の把

握と、研究所運営への反映などＰＤＣＡサ

イクル形成に努めている。 

 

自己評定Ｂ 

○理事長のガバナンスの下、経営戦略会

議の意思決定を踏まえて、PDCAサイクル

を通じた研究所運営がなされるとともに、

内部統制についても各種規程の充実

化・具体化等に順次取り組むほか、研究

者の確保・育成、契約方式における透

明性確保やコンプライアンス確保など、

業務運営を着実に実施している。 

○研究所が注力すべき課題の把握や研究

成果の迅速な社会への還元のために、

関係行政機関等との意見交換等を通じ

て社会・行政ニーズの把握や、研究関

連情報の収集・分析を着実に実施して

いる。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

中期目標期間にわたり経営戦略会議

等が着実に実施されており、理事長の

ガバナンスのもと迅速な意思決定により

研究所運営がなされている。また、内部

統制への取組や関係行政機関との連

携についても着実な実施状況にある。

したがって、所期の目標を達成している

と認められるため、本項目は B 評定と

する。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○理事長のガバナンスの下、これを補

佐する経営戦略会議の迅速な意思決

定を踏まえて、研究所運営がなされると

ともに、内部統制についても各種規程

の充実化・具体化等に取り組まれてい

る。 

○関係行政機関等と様々な分野の意

見交換等を実施し、社会・行政ニーズ

の把握や、研究関連情報の収集・分析

がなされている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間にわたり経営戦略会

議が着実に実施されており、理事長の

ガバナンスのもと迅速な意思決定によ

り研究所運営がなされている。東日本

大震災復興をはじめとする防災・減災

対策、社会資本の老朽化対策、環境

問題や海洋開発への対応など、行政

支援を念頭においた研究所運営に取

り組んでいる。 

また、関係行政機関や外部有識者、

民間企業団体との意見交換や評議員

会での議論、研究評価や研究者評価

などの審議や面談、研究所役員と研究

者・職員間の意見交換等に基づくニー

ズや課題の把握と、研究所運営への

反映など、PDCA サイクルを通じて実施

状況している。 

以上のように、研究所運営について

着実な業務運営がなされていると認め

られるため、本項目は B 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

○内部監査も行っており、適切に実施

している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.14） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑭ 効率的な研究体制の整備 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 基準値等 

（前中期目標期間最終年度値

等） 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 高度化、多様

化する研究ニ

ーズに迅速か

つ効果的に対

応 す る と と も

に、国の政策

目的や優先度

を踏まえて研

究開発の重点

化を図る観点

から、研究体

制について検

討、点検を行

う こ と に よ っ

て、効率的な

研究体制を整

備する。 

高度化、多様化する

研究ニーズへの迅速・

効率的な対応のため、

研究領域制を基本と

するフラットな研究体

制に移行。研究領域

内にコア組織となる研

究チームを編成し、多

岐にわたる研究ニー

ズに柔軟に対応する

研究体制を構築。特

に重要な研究テーマ

については、「研究セ

ンター」設置により、研

究チームの枠を越え

た横断的な研究体制

を確保。 

効率的な研究体制確

保のため、関係行政

機関等との双方向の

人事交流を継続し、研

究者をはじめとする職

員をその適性に照らし

適切な部門に配置。

職務に応じた裁量労

働制やフレックスタイ

ム制等の弾力的な勤

務 体 制 の 実 施 を 継

続。 

研究開発の重

点化を図るた

め、研究体制

に つ い て 検

討、点検を行

い 、 高 度 化 、

多様化する研

究ニーズに迅

速かつ効果的

に対応できて

いるか。 

○本中期目標期間の初年度から、研究ニー

ズへの対応のため、研究領域制とこれに

属する研究チームの二層構造とする全面

的な組織再編を実施している。 

○特に重要なテーマかつ横断的な体制等

が必要な課題等に対応する「研究センタ

ー」の設置等については、以下の通り実

施している。 

・平成 25年度には、社会基盤施設の維持管

理の支援、同分野の研究開発の一層の

促進のため、従来のライフサイクルマネジ

メント研究センターを「ライフサイクルマネ

ジメント支援センター」として拡充し、横断

的な研究体制を強化した。 

・平成 26 年度には、海洋開発・利用の推進

を支援するための「海洋インフラ技術推進

センター」を新規設置した。 

・平成 27 年度には、国際的な取り組みを総

合的に推進するため、国際研究官を設け

た． 

○多様化する研究ニーズへの対応した研究

体制整備のため、行政機関等との人事交

流、研究者・技術者の転入を実施した。 

○裁量労働制を導入・継続しつつ、研究者・

職員のメンタル面等のチェックの実施をあ

わせて行うなど勤務体制の効率化に取り

組んでいる。 

自己評定Ｂ 

○研究所体制の二層構造への移

行による全面的な組織再編を実

施するとともに、新たな行政ニー

ズ・政策課題に対応するための

研究センターの強化、新規設置

等をタイムリーに実施している。 

○組織体制の整備に加えて、人事

交流や研究勤務体制の効率化

にも取組み、研究環境の改善に

努めている。 

○以上のように、高度化、多様化

する研究ニーズに迅速かつ効

果的に対応し、着実な業務運営

が実施されている。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

高度化、多様化する研究ニーズに迅速か

つ効果的に対応して、研究領域制とこれに

属する研究チームの二層構造、そして分

野横断的研究を実施する研究センターを

設置するなどの組織整備がなされている。 

また、行政機関等との人事交流や、裁量

労働制による研究勤務体制の効率化にも

取組等も着実になされている。したがっ

て、所期の目標を達成していると認められ

るため、本項目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○研究領域制とこれに属する研究チーム

の二層構造、そして分野横断的研究を実

施する研究センターを設置し、幅広いニー

ズに対応できる組織体制の整備がなされ

ている。 

○平成 25 年度には「ライフサイクルマネジ

メント支援センター」が拡充され、平成 26 

年度には「海洋インフラ技術推進センタ

ー」を新設し、新たな行政ニーズ・政策課

題に対応しており、今後その成果が期待さ

れる。 

○行政機関等との人事交流や、裁量労働

制による研究勤務体制の効率化にも取組

み、研究ニーズへの対応や研究環境の改

善に向けた取組がなされている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間において高度化、多様化

する研究ニーズに迅速かつ効果的に対応し

て、研究領域制とこれに属する研究チーム

の二層構造にて、同一領域内の研究者の

意思疎通がしやすい環境を創出している。 

また、「ライフサイクルマネジメント支援セ

ンター」を拡充すると共に、「海洋インフラ技

術推進センター」を新設し、特に重要なテー

マについては、分野横断的研究を実施する

環境を整えてきた。 

国際的観点では、国際的な取り組みを総

合的に推進するため、国際研究官を設置し

た。 

さらに、行政機関等との人事交流や、裁

量労働制による研究勤務体制の効率化に

向けた取組等も着実になされている 

以上のように、効率的な研究体制の整備

について着実な業務運営がなされていると

認められるため、本項目は B 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

着実に実施している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.15） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑮ 研究業務の効率的・効果的実施（共同研究、外部競争的資金） 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 

（中期目標） 

基準値等（前中期 

目標期間最終年度

値等） 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

共同研究（外部の競争的資金による のべ 250 件  65 件 69 件 75 件 77 件 77 件 363 件 

ものを含む）          

外部の競争的資金の獲得額（千円）   89,790 117,438 155,861 597,624 590,930  

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期 

目標 

中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 効率的、効

果 的 な 研

究 開 発 を

推進するた

め、研究の

重 複 排 除

に配慮しつ

つ、産学官

連携による

共 同 研 究

を推進する

と と も に 、

外 部 の 競

争 的 資 金

の獲得など 

研 究 資 金

の 充 実 を

図る。 

①産学官連携による

国内外の研究機関・

研究者との共同研究

の推進、効率的、効果

的 な 研 究 業 務 の 実

施。その際、研究の重

複排除の観点から役

割分担の明確にする。

具体的には、中期目

標期間中にのべ 250 

件 程 度 の 共 同 研 究

（外部の競争的資金に

よるもの含む）を実施。 

② 競 争 的 環 境 の 醸

成、効率的・効果的な

研究推進のため、所

内の研究資金配分に

は多様な競争的配分

制度を活用。研究資

金の充実と多様性確

保の観点から、外部の

競争的資金の積極的

獲得、外部の技術課

題解決への対応等を

通じた受託研究資金

等の獲得。 

研 究の 重複 排

除 に 配 慮 し つ

つ、産学官連携

による共同研究

の 推進 や外 部

の 競争 的資 金

の獲得など研究

資 金 の 充 実 を

図る ことによっ

て、効率的・効

果 的 な 研 究 業

務が実施されて

いるか。 

○共同研究については、現時点で研究協

力協定に基づく共同研究が 217 件、外部

の競争的資金による共同研究が 146 件の

合計のべ363件となり、中期目標250件の

1.4 倍と大きく上回った。なお、共同研究

協定の締結相手先（H27年度）は、74機関

(民間企業 52社、大学 12校、それ以外の

財団・社団・独立行政法人等 10 機関)で

あり、当研究所の役割を考慮した上で、研

究の重複排除に配慮しつつ幅広い産官

学連携先を確保している。 

○所内の競争的環境醸成のため、選定され

た特別研究や萌芽的研究への競争的な

資金の配分、優秀研究者や優秀論文執

筆者への追加的な資金配算、優秀な成

果が期待できる研究項目を選定し 2 年間

の競争的研究費配分を行う「期待研究」

の創設、さらに外部の競争的資金獲得促

進のための所内周知活動や資金の適正

使用の徹底化等の各種方策を実施して

いる。 

○特に H26年度より、政府主導の戦略的イノ

ベーション創造プログラム（SIP）に採択さ

れ、参画できたことは大きな成果である。 

○受託研究については、港湾・海岸・空港

等の大規模プロジェクト推進、全国の防

災・環境問題の解決など港湾、海岸及び

空港整備事業の効率的かつ円滑な実施

に資するため、国、地方公共団体及び民

間等の技術課題解決のための研究を、幅

広く実施した。 

自己評定Ａ 

○研究の重複排除に配慮し

つつ、当研究所の強み等を

考慮した役割分担の下、目

標値を上回る多数の共同

研究を幅広い産官学連携

先と実施している。 

○所内の競争的環境を向上

させるための各種方策の実

施等により、競争的資金の

獲得額が増加傾向にあり、

特に H26 年度からの SIP へ

の参画は、当研究所の既往

の成果や将来的な成果の

創出への期待が高く評価さ

れたものである。 

○東日本大震災の復旧・復興

に資する研究や、維持管理

分野、環境、海洋開発分野

等において多数の研究を

受託することにより、研究資

金の充実化を図りつつ、社

会・行政ニーズに対応した

研究を実施している。 

○以上のように、産学官連携

による共同研究の実施や外

部競争的研究資金の拡大

等が着実に図られており、

またそれらを通じて効率的・

効果的な研究業務の実施

による顕著な成果を創出し

ている。 

評定 Ａ 評定 Ａ 

共同研究については、平成26 年度までの4 年間

で既に 5 年間の目標を上回る 286 件の共同研究

を実施しており、積極的な取り組みを高く評価でき

る。また、競争的資金の獲得額は増加傾向にあり、

特に H26 年度からの SIP への参画は、港空研の

既往の成果や将来的な成果の創出への期待が高

く評価されるとともに、我が国の戦略的イノベーショ

ンの牽引役として期待される。このように、目標を

大幅に上回る共同研究の実績が見込まれるととも

に、多額の外部競争的資金の獲得により研究資金

の充実化を達成し、研究活動の効率的推進及び

研究成果の効果的還元のために、大変優れた取

組を実施している。したがって、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため、本項目は

A 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○共同研究は、研究活動の効率的推進及び研究

成果の効果的還元のための非常に有効な手段で

ある。本中期目標期間中の目標（250 件）に対し、

平成 26 年度までの 4 年間で既に 5 年間の目標

を上回る 286 件の共同研究を実施しており、積極

的な取り組みを十分に評価できる。 

○競争的資金の獲得では、特に、政府が推進して

いる戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)に

おいて、中期目標期間中に実施してきた研究の顕

著な成果が認められ、「ROV による海中作業システ

ム」、「港湾構造物のライフサイクルマネジメントの

高度化」、「津波被害軽減の基盤的研究」及び「液

状化対策技術の研究開発」の 4 テーマが港湾空

港技術研究所より採用されたことが特筆に値する。 

○SIP への参画は、研究資金の獲得のみならず、

本研究所が我が国の戦略的イノベーションの牽引

＜評価に至った経緯＞ 

共同研究は、研究活動の効率的推進及

び研究成果の効果的還元の有効な手段で

あり、中期目標期間中、目標件数を上回る

共同研究を実施しており、積極的な取り組

みを十分に評価できる。 

競争的資金の獲得では、特に、政府が推

進している戦略的イノベーション創造プログ

ラム(SIP)において、「ROV による海中作業シ

ステム」、「港湾構造物のライフサイクルマネ

ジメントの高度化」、「津波被害軽減の基盤

的研究」、「液状化対策技術の研究開発」の

4 テーマが港空研より採用されている。これ

は、中期目標期間中に港空研が実施してき

た研究の顕著な成果が認められた証であ

り、研究資金の獲得のみならず、港空研が

我が国の戦略的イノベーションの牽引役とし

ての使命を担うことを意味する。 

以上のように、研究業務の効率的、効果

的実施において顕著な成果を創出している

と認められるため、本項目は A 評定とする。 

（審議会の意見） 

○共同研究で得られた鋼管杭等を用いた既

設防波堤の補強に関する成果などは、今後

の津波対策に極めて有効ではないか。素晴

らしい成果である。 

○SIP や科研費など、様々な外部資金を活

用して研究成果につなげており、顕著な成

果が認められる。 
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役としての使命を担うことを意味する。豊富な知見

と高い技術力を活かし、今後も活躍を期待する。 

○以上を踏まえて、本項目は A 評定が妥当であ

る。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.16） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑯ 業務の効率化 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 基準値等 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

業務改善に関する会議開催数   12 回 12 回 12 回 12 回 12 回  

一般管理費(千円) 中期目標期間中に見込まれる総額を初年度の当該経費相当分に5を乗

じた額に対し、6％程度抑制 

－ 93,318 85,633 86,779 101,365 88,809 H26 年度以降は、消費増税分を考慮． 

業務経費(千円) 中期目標期間中に見込まれる総額を初年度の当該経費相当分に5を乗

じた額に対し、2％程度抑制 

－ 210,137 209,682 174,037 242,054 190,911 H26 年度以降は、消費増税分を考慮． 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 業務の外部委託の活用、業務の

簡素化、電子化等の方策による

業務の効率化。 

締結された契約に関する改善状

況のフォローアップ実施とその結

果公表等による契約事務の適正

化。 

一般管理費*について、中期目

標期間中に見込まれる総額を初

年度の当該経費相当分に 5 を乗

じた額に対し、6％程度抑制。 

経費節減の余地がないか厳格な

自己評価の上での適切な見直

し。 

業務経費**について、中期目標

期間中に見込まれる総額を初年

度の当該経費相当分に 5 を乗じ

た額に対し、2％程度抑制する。 

*人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費を

除く。 

**人件費、公租公課等の所要額

計上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費を

除く。 

①管理業務の効率化の状況

の定期的な見直しを行い、業

務の簡素化、電子化、定型的

業務の外部委託等による一層

の管理業務の効率化。 

具体的な一般管理費の抑制

目標は、左記の中期目標に同

じ。 

経費節減の余地がないか自

己評価を厳格に行った上での

適切な見直し。 

具体的な業務経費の抑制目

標は、左記の中期目標に同

じ。 

②外部有識者による「契約監

視委員会」における締結契約

に関する改善状況のフォロー

アップ実施とその結果公表に

よる契約事務の透明性、公平

性の確保。 

業務を定期的

に見直し、簡

素化・電子化

等の方策を講

じることによっ

て業務の効率

化を推進して

いるか。 

○中期目標期間にわたり、研究所幹

部等による業務改善委員会を毎月

開催し、管理業務の効率化、迅速

化等に取り組んでいる。 

○具体的には、会議のペーパーレス

化、情報共有化の改善（イントラネッ

ト・電子掲示板の役割分担の明確

化）、図書管理方法の定期的な見

直し（論文検索サービス利用促進

等）等を実施するとともに、一般管

理業務、研究補助業務に関する外

部委託を実施している。 

○一般管理費および業務経費の抑制

に取り組んでおり、中期目標期間

中における抑制目標は、達成でき

る見込みである。 

○外部有識者等で構成される契約監

視委員会の意見等を踏まえた改善

策を講じるとともに、同委員会による

指摘を踏まえた改善策のフォローア

ップ等も実施しており、競争契約に

おける競争性の確保、契約事務の

透明性、公平性の確保を図ってい

る。 

自己評定Ｂ 

○研究所内で業務改善委員会を定

期的に開催しその提案の具体化

に取り組み、業務の効率化を推進

している。 

○一般管理費・業務経費の中期目

標期間中における抑制目標は、

達成できた。 

○契約監視委員会等の意見を踏ま

えた改善策を講じる等、契約事務

の適正化を進めている。 

○以上のように、業務を定期的に見

直し、着実に業務の効率化を推

進している。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

業務改善委員会により業務の見

直しが定期的になされ、情報の

共有化、図書管理方法の見直し

など業務の効率化を推進するとと

もに、一般管理費・業務経費の削

減目標の達成が見込まれてい

る。したがって、所期の目標を達

成していると認められるため、本

項目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の

意見＞ 

○研究所幹部等による業務改善

委員会を定期的に開催されてお

り、情報の共有化、図書管理方

法の見直しなど業務の効率化等

への取り組みがなされている。 

○一般管理費・業務経費は、本

中期計画中の抑制目標を達成で

きる見込みである。 

＜評価に至った経緯＞ 

研究所幹部等による業務改

善委員会が定期的に開催され

ており、業務の効率化等への取

り組みが着実に実施されてい

る。情報システムの改善や情報

セキュリティ対策が着実に実施

されている。 

また、契約監視委員会の意

見を踏まえた改善策を講じると

ともに契約事務の適正化及び

調達合理化に向けた取り組み

が着実に実施されている。一般

管理費・業務経費の削減目標も

達成されている。 

以上のように、業務の効率化

において着実な業務運営がな

されていると認められるため、本

項目は B 評定とする。 

 

 

（審議会の意見） 

着実に実施している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.17） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑰ 適切な予算執行 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 基準値等（前中期目

標期間最終年度値

等） 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

研究所運営に関する会議開催数（再掲）   4 回 4 回 4 回 4 回 7 回  

－ － － － － － － － － 

－ － － － － － － － － 

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 運営費交付金を充

当して行う事業に

ついては、「３．業

務運営の効率化に

関する事項」で定

めた事項について

配慮した中期計画

の予算を作成し、

当該予算による運

営を行う。 

以下の項目について

計画し、適正にこれら

の計画を実施するとと

もに、経費の抑制に努

める。 

１）予 算：別表１のと

おり 

２）収支計画：別表２の

とおり 

３）資金計画：別表３の

とおり 

適切に予算を

執行している

か。 

○予算、収支計画及び資金計画に

ついては、理事長のガバナンスの

もとこれを補佐する研究所幹部等

による経営戦略会議において定

期的に点検を行うことにより、その

適正かつ効率的な実施に努めて

いる。 

○中期目標期間にわたり、必要に

応じて経営戦略会議を開催し、予

算、収支計画および資金計画に

ついて審議している。 

 

自己評定Ｂ 

○経営戦略会議を必要に応じて

開催し、予算の適切かつ効率的

な執行に努めており、着実な業

務運営を実施している。 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

経営戦略会議により、定期的な点検や検討

を行っており、予算の適切かつ効率的な執

行がなされている。したがって、所期の目標

を達成していると認められるため、本項目は

B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○理事長のガバナンスの下、これを補佐す

る経営戦略会議が必要に応じて開催されて

おり、意思決定および定期的な検討が行わ

れており、予算、収支計画及び資金計画に

ついて適正かつ効率的に実施されている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間にわたり、研究所幹部等によ

る経営戦略会議において、予算、収支計画お

よび資金計画について審議され、さらに定期

的に点検を行うことにより、適切かつ効率的な

予算執行が着実に実施されている。 

以上のように、適切な予算執行において着

実な業務運営がなされていると認められるた

め、本項目は B 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

着実に実施している。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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業務実績等報告書様式２－２－４－２（調書 No.18） 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（期間実績評価）項目別評価調書様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

⑱ 施設・設備、人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 参考指標 達成目標 基準値等（前中期目

標 期 間 最 終 年 度 値

等） 

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

人件費（千円）   759,319 700,674 674,326 747,417 816,235  

国家公務員との給与水準の比較指数   96.9 96.1 100.3 96.3 100.4  

（事務・技術職）         

 

３．中期目標、中期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価軸 

（評価の視点） 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ○施設･設備に関する

計画 

業務の確実な遂行の

ため必要な研究施設

の計画的整備、維持、

補修とともに効率的に

運営。保有資産の必

要性の不断の見直し。 

○人事に関する計画 

給 与 水 準 に つ い て

は、国家公務員の給

与水準の考慮、手当

を含む役職員給与の

在り方についての検

証の上での目標水準・

目標期限の設定。そ

の適正化への計画的

な取組みと、その検証

結果や取組状況の公

表。 

総 人 件 費 に つ い て

は、政府における総人

件費削減の取組みを

踏まえた見直し。 

○施設･設備に関する計画中

期目標期間中に別表４に掲げ

る施設を整備・改修。既存の

施設・整備については、研究

実施に必要不可欠なものの維

持管理への予算の重点配分

とともに、効率的に運営。保有

資産の必要性の不断の見直

し。 

○人事に関する計画 

給与水準については、国家公

務員に準拠した給与改定を実

施、その適正化に取り組む。

その検証結果や取組み状況

を公表。 

事務・技術職員の給与水準

は、平成 27 年度までに対国

家公務員指数を 100.0 以下

に引き下げるよう見直す。総

人件費については、左記目標

に同じ。 

研 究施設 の 計

画 的 整 備 、 維

持、補修に努め

ているか。また、

給与水準・総人

件費は適正か。 

○本中期目標期間中には、以下の施

設の整備を実施している。 

・港湾施設の被災メカニズムの解明に

資する「総合沿岸防災施設」を完成

した。 

・地震・津波の複合災害の研究に資

するべく「大規模波動地盤総合水

路」への、大規水中振動台の設置

等の改修を実施した。 

・地震時の液状化特性の解明等に資

する「三次元水中振動台」では、継

続時間の長い多様な地震動の再現

等を可能とする改良･増強を実施し

た。 

・「地盤･材料分析 X 線 CT 施設」と

「長期暴露試験施設」の機能向上

等を図った。 

○その他の施設等についても、緊急

性を勘案し、順次、維持補修を行っ

ている。 

○役職員の給与水準については国家

公務員に準拠した給与改定に着実

に取組んでいる。 

自己評定Ｂ 

○施設・設備に関する中期計画に

沿って、社会・政策課題の解決に

不可欠である施設の機能向上を

図るとともに、その他の施設等の

維持・補修を行っており、着実に

施設の整備等を実施している。 

○給与水準については、国家公

務員に準じた給与規定の改正が

行われており、適正な給与水準等

とすべく着実に取り組んでいる。 

 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 

社会・行政ニーズに対応するための研

究に不可欠な研究施設の計画的な整

備等が着実になされるとともに、適正な

給与水準が維持されている。したがっ

て、所期の目標を達成していると認めら

れるため、本項目は B 評定とする。 

 

＜国立研究開発法人審議会の意見＞ 

○各年度計画に沿って、社会・行政ニ

ーズに対応するための研究に不可欠な

施設の機能向上を図るとともに、施設等

の維持・補修をも着実になされている。 

○人件費については、年度によって変

動しているものの、国家公務員に準じた

給与改定の取り組みにより、事務・技術

職の給与水準は、おおむね国家公務

員を下回る水準となっている。 

＜評価に至った経緯＞ 

中期目標期間中は、社会・行政

ニーズに対応するため、地震、津

波、高潮・高波への対策、老朽化

対策等に資する施設を計画的に

整備してきた。 

また、給与水準については国家

公務員に準拠した給与改定に着

実に取組んでいることが認められ

る。 

以上のように、施設・設備、人事

に関する計画において着実な業務

運営がなされていると認められるた

め、本項目は B 評定とする。 

 

（審議会の意見） 

○研究施設の維持管理や更新に

ついては、大学においても大きな

課題である。工夫して取り組んでほ

しい。 

 

４．その他参考情報 

－ 

 


